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１ 令和 2 年度決算の規模                

 

                                （単位：円、％） 

会 計 別 2 年度 元年度 増減額 対前年比 

一 般 会 計 23,525,540,173 17,083,074,591 6,442,465,582 137.7 

特 

別 

会 

計 

国民健康保険事業 3,307,069,996 3,358,784,632 △51,714,636 98.5 

土 地 取 得 費 57,418,814 50,360,565 7,058,249 114.0 

公共駐車場事業 94,336,140 92,768,732 1,567,408 101.7 

介 護 保 険 2,895,761,799 2,801,322,711 94,439,088 103.4 

後期高齢者医療 551,110,850 502,029,350 49,081,500 109.8 

小 計 6,905,697,599 6,805,265,990 100,431,609 101.5 

水 道 事 業 会 計 930,210,200 1,039,187,958 △108,977,758 89.5 

下 水 道 事 業 会 計 2,057,840,021 1,953,857,803 103,982,218 105.3 

合 計 33,419,287,993 26,881,386,342 6,537,901,651 124.3 

 

 

                                （単位：円、％） 

会 計 別 2 年度 元年度 増減額 対前年比 

一 般 会 計 22,816,983,789 16,148,727,784 6,668,256,005 141.3 

特 

別 

会 

計 

国民健康保険事業 3,247,496,488 3,295,254,633 △47,758,145 98.6 

土 地 取 得 費 6,343,803 667,208 5,676,595 950.8 

公共駐車場事業 30,482,554 24,804,528 5,678,026 122.9 

介 護 保 険 2,837,755,199 2,742,774,437 94,980,762 103.5 

後期高齢者医療 543,942,546 494,289,698 49,652,848 110.0 

小 計 6,666,020,590 6,557,790,504 108,230,086 101.7 

水 道 事 業 会 計 1,136,445,353 1,135,174,406 1,270,947 100.1 

下 水 道 事 業 会 計 2,133,525,123 2,134,426,453 △901,330 100.0 

合 計 32,752,974,855 25,976,119,147 6,776,855,708 126.1 

 

歳 入 

歳 出 
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２ 一般会計（歳入）の内訳表               
（単位：千円） 

項  目 説  明 
2 年度 

決算額 

元年度 

決算額 

増 減 

増減額 対前年比 

自 

主 

財 

源 

市 税 
市民の皆さんに納めていただ

いた税金 
9,355,012 9,106,826 248,186 102.7% 

分 担 金 及 び 

負 担 金 
保育所への入所など、利用者が

負担したお金 
81,289 141,849 △60,560 57.3% 

使 用 料 及 び 

手 数 料 
市の施設の使用料や各種証明

書の発行手数料による収入 
128,872 149,715 △20,843 86.1% 

財 産 収 入 
市有地の貸付や売却収入、基金

の運用などによる収入 
33,784 50,116 △16,332 67.4％ 

寄 附 金 市民などから頂いた寄附金 86,334 89,298 △2,964 96.7% 

繰 入 金 基金などからの繰入金 302,395 520,233 △217,838 58.1% 

繰 越 金 前年度からの繰越金 934,347 840,342 94,005 111.2% 

諸 収 入 利子やその他雑入など 452,641 405,493 47,148 111.6％ 

小     計 11,374,674 11,303,872 70,802 100.6% 

依 

存 

財 

源 

地 方 譲 与 税 
国税の一部が、法令の配分基準

に従って市に譲与されたお金 
107,982 107,859 123 100.1% 

利子割交付金 
県税の利子割の一部が市に交

付されたお金 
7,985 7,146 839 111.7% 

配当割交付金 
県税の配当割の一部が市に交

付されたお金 
46,823 49,743 △2,920 94.1% 

株 式 等 譲 渡 

所得割交付金 
県税の株式等譲渡所得割の一

部が市に交付されたお金 
44,437 25,744 18,693 172.6% 

法 人 事 業 税 

交 付 金 
県税の法人事業税の一部が市

に交付されたお金 
67,865 0 67,865 皆増 

地 方 消 費 税 

交 付 金 
地方消費税の一部から交付さ

れたお金 
1,008,075 820,772 187,303 122.8% 

自動車取得税 

交 付 金 
県税の自動車取得税の一部が

市に交付されたお金 
256 29,761 △29,505 0.9% 

環 境 性 能 割 

交 付 金 
県税の自動車税環境性能割の

一部が市に交付されたお金 
19,915 9,177 10,738 217.0% 

地 方 特 例 

交 付 金 
国の施策による減収分の補て

んとして市に交付されたお金 
85,783 161,732 △75,949 53.0% 

地 方 交 付 税 
市の財政需要に応じて国から

交付されたお金 
79,568 83,122 △3,554 95.7% 

交通安全対策 

特 別 交 付 金 
国に納付された交通反則金の

一部が市に交付されたお金 
6,697 6,544 153 102.3% 

国 庫 支 出 金 
特定の事業をするため国から

交付されたお金 
7,804,744 2,210,882 5,593,862 353.0% 

県 支 出 金 
特定の事業をするため県から

交付されたお金 
1,222,336 1,070,521 151,815 114.2% 

市 債 
国や金融機関等から借り入れ

たお金 
1,648,400 1,196,200 452,200 137.8% 

小     計 12,150,866 5,779,203 6,371,663 210.3% 

合     計 23,525,540 17,083,075 6,442,465 137.7% 
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主な増減項目 

項  目 増 減 主な内容（令和元年度決算との比較） 

市    税   増 
・固定資産税（＋1 億 2,953 万円） 

・法人市民税（＋8,504 万円） 

国 庫 支 出 金   増 
・特別定額給付金給付事業費補助金（＋49 億 1,990 万円） 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金（＋３億円） 

市 債   増 
・減収補てん債（＋8,340 万円） 

・高浜小学校等整備事業（＋11 億 4,680 万円） 

繰 入 金   減 
・財政調整基金繰入金（▲3 億 2,184 万円） 

・公共施設等整備基金繰入金（＋6,230 万円） 

分担金及び負担金   減 ・保育所保育料保護者負担金（▲5,972 万円） 

市税

93億5,501万円

(39.8%)

分担金及び負担金

8,129万円

(0.3%)

使用料及び手数料

1億2,887万円

(0.5%)

財産収入

3,378万円

(0.1%)

繰越金

9億3,435万円

(4.0%)

その他

8億4,137万円

(3.6%)

地方譲与税・交付金

13億9,582万円

(5.9%)

地方交付税

7,957万円

(0.3%)

国・県支出金

90億2,708万円

(38.4%)

市債

16億4,840万円

(7.0%)

歳入の内訳

歳入 総額 235 億 2,554 万円 

合計 

235 億 

2,554 万円 
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３ 市税収入の状況                    

      （単位：円、％） 

区  分 
2 年度 元年度 増  減 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 対前年比 

市 民 税 3,876,583,299 41.4 3,771,449,281 41.4 105,134,018 102.8 

うち個人市民税 3,250,909,299 34.8 3,230,811,481 35.5 20,097,818 100.6 

うち法人市民税 625,674,000 6.7 540,637,800 5.9 85,036,200 115.7 

固 定 資 産 税 4,214,059,060 45.0 4,084,524,375 44.9 129,534,685 103.2 

軽 自 動 車 税 125,823,671 1.3 116,702,510 1.3 9,121,161 107.8 

市 た ば こ 税 335,599,638 3.6 345,835,277 3.8 △10,235,639 97.0 

都 市 計 画 税 802,946,023 8.7 788,314,249 8.6 14,631,774 101.9 

計 9,355,011,691 100.0 9,106,825,692 100.0 248,185,999 102.7 

 

 

 

 

個人市民税

32億5,091万円

(34.8%)

法人市民税

6億2,567万円

(6.7%)

固定資産税

42億1,406万円

(45.0%)

軽自動車税

1億2,582万円

(1.3%)

市たばこ税

3億3,560万円

(3.6%)

都市計画税

8億295万円

(8.7%)

合計

93億

5,501万円

市税収入の状況（構成比） 
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   都市計画税ってどんな税金なの？   
   

  都市計画税は、住みよい街づくりのための「都市計画事業」などに要する費用の 

一部を住民の皆さんに負担していただくための目的税で、都市計画区域内の土地・家屋 

に対してかかる税金です。 

  

 

  道路、駐車場、公園、緑地や上下水道、ごみ焼却場などの施設を整備する事業のこと

をいいます。 

 

 

  市内の都市計画区域内に土地や家屋を持っている人が対象となります。 

 

 

  高浜市の税率は０．３％となっています。 

西三河５市で比べてみると、碧南市以外は同じ税率となっています。 
 

高浜市 碧南市 刈谷市 安城市 知立市 

０．３％ ０．２５％ ０．３％ ０．３％ ０．３％ 

 

 
 

事 業 名 金  額 

下 水 道 事 業 ７億８，３０８万円 

都市計画事業基金積立金 １，９８７万円 

合  計 ８億２９５万円 

 

 

  

コ ラ ム 

都市計画事業とは？ 

納める人は？ 

税率は？高浜市は高いの？ 

令和２年度は都市計画税をどんなことに使ったの？ 

高浜市では、都市計画税の多く

を公共下水道の整備に使ってい

ます。 

下水道は私たちが使って汚れ

た水を集めて、きれいな水に変え

て川や海へ流すことにより、再び

自然の水に戻すことができる大

切な施設です。 

このように、みなさんからお預

かりした都市計画税は、みなさん

が快適に暮らすことができる街

づくりのために使われています。 
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４ 一般会計（歳出）の内訳表               

 

（単位：円、％） 

科 目 
2 年度 元年度 増  減 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 対前年比 

議 会 費 166,524,509 0.7 163,800,026 1.0 2,724,483 101.7 

総 務 費 7,101,397,240 31.1 1,599,081,699 9.9 5,502,315,541 444.1 

民 生 費 6,736,821,290 29.5 6,642,833,632 41.1 93,987,658 101.4 

衛 生 費 1,959,980,280 8.6 1,875,660,214 11.6 84,320,066 104.5 

労 働 費 308,000 0.0 624,400 0.0 △316,400 49.3 

農林水産業費 145,362,639 0.7 54,408,200 0.4 90,954,439 267.2 

商 工 費 437,421,885 1.9 258,898,224 1.6 178,523,661 169.0 

土 木 費 1,333,414,559 5.9 1,319,052,411 8.2 14,362,148 101.1 

消 防 費 527,595,210 2.3 534,893,442 3.3 △7,298,232 98.6 

教 育 費 3,630,513,479 15.9 2,910,890,974 18.0 719,622,505 124.7 

災害復旧費 532,400 0.0 75,600 0.0 456,800 704.2 

公 債 費 777,112,298 3.4 788,508,962 4.9 △11,396,664 98.6 

合 計 22,816,983,789 100.0 16,148,727,784 100.0 6,668,256,005 141.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民生費 

児童、高齢者、障がい者

などの社会福祉にかか

る経費 

総務費 

庁舎管理、防災、戸籍住

民基本台帳、選挙などに

かかる経費 

農林水産業費 

農林水産業の振興、技術

の普及などにかかる経

費 

商工費 

商工業の振興、技術の普

及や観光などにかかる

経費 

土木費 

道路・河川・公園などの

整備や維持管理にかか

る経費 

衛生費 

医療、ごみなどの収集運

搬などにかかる経費 

教育費 

学校教育、社会教育など

にかかる経費 

災害復旧費 

台風や豪雨などの災害

により被災した施設の

復旧にかかる経費 

 

公債費 

国や金融機関等から借

り入れた市債の返済金 

 

歳出の内訳（目的別） 

議会費 

議員の報酬や議会事務

局の人件費、議会運営な

どにかかる経費 

労働費 

労働者の福祉向上や就

労支援などにかかる経

費 

消防費 

消防団活動や広域消防

にかかる経費 

用語解説 
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主な増減項目 

項 目 増減 主な内容（令和元年度決算との比較） 

総 務 費   増 
・特別定額給付金（＋49 億 1,990 万円） 

・財政調整基金積立金（＋4 億 1,337 万円） 

農林水産業費   増 ・服部新田排水機場ポンプ設備更新工事費（＋8,572 万円） 

商 工 費   増 
・新型コロナウイルス感染症対策協力金（＋8,850 万円） 

・新型コロナウイルス感染症対策理美容業協力金（＋370 万円） 

教 育 費   増 
・高浜小学校等整備費（PFI 事業）（＋14 億 1,907 万円） 

・教育用タブレット端末等借上料（＋2 億 4,351 万円） 

民 生 費   増 ・障害福祉サービス等給付費（＋6,429 万円） 

 

議会費(0.7%)

1億6,652万円

総務費(31.1%)

71億140万円

民生費(29.5%)

67億3,682万円衛生費(8.6%)

19億5,998万円

労働費(0.0%)

32万円

農林水産業費(0.7%)

1億4,536万円

商工費(1.9%)

4億3,742万円

土木費(5.9%)

13億3,341万円

消防費(2.3%)

5億2,759万円

教育費(15.9%)

36億3,051万円

公債費(3.4%)

7億7,711万円

その他(0.0%)
53万円

合計

228億

1,698万円

歳出 総額 228 億 1,698 万円 

歳出の内訳（目的別） 
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（単位：円、％） 

科 目 
2 年度 元年度 増  減 

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 対前年比 

人 件 費 2,031,814,977 8.9 1,810,138,467 11.2 221,676,510 112.2 

扶 助 費 4,353,988,023 19.1 4,071,100,332 25.2 282,887,691 106.9 

公 債 費 715,168,938 3.1 726,565,602 4.5 △11,396,664 98.4 

普通建設事業費 2,489,814,345 10.9 2,120,098,504 13.1 369,715,841 117.4 

災害復旧事業費 532,400 0.0 75,600 0.0 456,800 704.2 

物 件 費 3,301,636,674 14.5 3,168,005,755 19.6 133,630,919 104.2 

維持補修費 164,785,271 0.7 172,367,551 1.1 △7,582,280 95.6 

補 助 費 等 7,413,827,893 32.5 2,382,353,785 14.8 5,031,474,108 311.2 

出資金・貸付金 585,384,000 2.6 451,141,000 2.8 134,243,000 129.8 

積 立 金 544,866,741 2.4 76,570,374 0.5 468,296,367 711.6 

繰 出 金 1,215,164,527 5.3 1,170,310,814 7.2 44,853,713 103.8 

合 計 22,816,983,789 100.0 16,148,727,784 100.0 6,668,256,005 141.3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歳出の内訳（性質別） 

維持補修費 

道路、橋などのインフラ

や学校などのハコモノ

の管理にかかる経費 

人件費 

職員給料、議員報酬及び

各種委員報酬などにか

かる経費 

物件費 

臨時職員の賃金、消耗品、

修繕や各種委託料など消

費的性質にかかる経費 

補助費等 

民間などに対して支払

う補助、手数料、交付金

などにかかる経費 

普通建設事業費 

道路、橋などのインフラ

や学校などのハコモノ

の建改築にかかる経費 

災害復旧事業費 

台風や豪雨などの災害

により被災した施設の

復旧にかかる経費 

公債費 

国や金融機関等から借

り入れた市債の返済金 

 

扶助費 

生活保護、児童手当や子

ども医療費、障がいサー

ビスなどにかかる経費 

積立金 

市が基金（貯金）に積立

するのにかかる経費 

貸付金 

市が直接・間接的に現金

の貸付をするのにかか

る経費 

繰出金 

一般会計や特別会計等

会計同士でお金を融通

するためにかかる経費 

用語解説 
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歳出予算（性質別）の主な増減項目 

項 目 増減 主な内容（令和元年度決算との比較） 

補 助 費 等   増 ・特別定額給付金（＋49 億 1,990 万円） 

積 立 金   増 ・財政調整基金積立金（＋4 億 1,337 万円） 

普通建設事業費   増 
・服部新田排水機場ポンプ設備更新工事費（＋4,739 万円） 

・高浜中学校屋外トイレ改築工事費（＋3,722 万円） 

扶 助 費   増 
・障害福祉サービス等給付費（＋6,429 万円） 

・子育て世帯臨時特別給付金（＋7,443 万円） 

公 債 費   減 ・元金償還（▲350 万円）、利子償還（▲790 万円） 

 

人件費(8.9%)

20億3,181万円

扶助費(19.1%)

43億5,399万円

公債費(3.1%)

7億1,517万円

普通建設事業費

(10.9%)

24億8,982万円

物件費(14.5%)

33億164万円

維持補修費(0.7%)

1億6,479万円

補助費等(32.5%)

74億1,383万円

出資金・貸付金

(2.6%)

5億8,538万円

積立金(2.4%)

5億4,487万円

繰出金(5.3%)

12億1,516万円

災害復旧事業費(0.0%)
53万円

合計

228億

1,698万円

歳出 総額 228 億 1,698 万円 

歳出の内訳（性質別） 
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歳出（性質別）の過去５年間の推移 

 

 

 

 

 

☆性質別の特徴としては、新型コロナウイルスの感染症対策のため「補助費等」（特別定

額給付金の給付や各種団体への助成金など）が大幅に増加しました。 

☆人件費や扶助費（医療費や生活保護費など）、公債費（借金の返済費用）を合わせて 

「義務的経費」と呼び、これらは勝手に減らすことができない経費となっています。 

この割合が高いほど、自由に使えるお金が少ないのです。 

☆「義務的経費」の特徴としては、以下のようなものがあります。 

○医療費や福祉に使うお金「扶助費」が増加してきています。 

○公債費（借金を返す費用）は減ってきていますが、公共施設の更新に伴い、今後増え

ていくことが見込まれます。  

億円

10億円

20億円

30億円

40億円

50億円

60億円

70億円

80億円

令和２年度令和元年度平成30年度平成29年度平成28年度

補助費等

扶助費

物件費

普通建設事業費

人件費

繰出金

公債費

出資金・貸付金

積立金

維持補修費

災害復旧費

令和2年度の金額が大き
い順に上から扶助費、物
件費となっています。

補助費等

扶助費

物件費

普通建設事業費

人件費

繰出金

公債費

出資金・貸付金積立金
維持補修費

災害復旧費

性質別から見た高浜市の傾向 
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            「扶助費」ってどんなことに使うお金なの？ 

  令和 2 年度の高浜市の決算（一般会計）では、決算額の約 5 分の１が「扶助費」と

いう性質のお金です。金額にして約 43 億 5,399 万円。2 番目に大きなお金となってい

て、ここ数年では、この「扶助費」に使うお金が昔に比べて増えてきています。 

それでは、この「扶助費」というのは、具体的にはどのようなことに使っているので 

しょうか。 
 

Ｑ．「扶助費」ってどういうことに使うお金ですか？ 

 「扶助費」とは、主に社会保障制度の一環として、子どもや障がいをお持ちの方、高齢

者の方などが使う様々なサービスの費用や児童手当のような市民の方にお金を支給するよ

うな費用のことです。 
 

Ｑ．高浜市では「扶助費」にはどういったものがありますか？ 
 

 高浜市では以下のようなものが主な「扶助費」となっています。 

 

 ●児童手当（令和 2 年度決算額：約 9 億７，０３４万円） 

  中学校修了前のお子さんを養育している方にお金を支給するものです。 

  高浜市では、延べ８９，５２１人の方を対象に手当を支給し、家庭などの生活の安定

に寄与しました。 

 

 ●障がい者介護給付費・訓練等給付費（令和２年度決算額：約９億２，８０７万円） 

  障がいのある方に対し、障害者総合支援法における自立支援に関する費用（介護・訓

練の費用、自立支援に関する医療費、補装具の購入費）を支給するものです。 

  高浜市では、延べ８，１３５人の方を対象に支給し、障がいのある方の日常生活など

を支援しました。 

 

 ●子ども医療扶助費（令和２年度決算額：約２億１，９９８万円） 

  中学校修了前の子どもが病院に通院（入院）したときの医療費（保険診療の自己負担

分）を市が負担するものです。  

  高浜市では、７，３９６人の方の医療費を負担し、子どもの健康の増進を図りまし

た。 

 

  このように、「扶助費」は皆さんの生活にとても密着したものとなっています。 

  

コ ラ ム 
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５ 市債（借金）の状況                  

 

    （単位：百万円） 

区  分 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 

一
般
会
計 

普 通 債 2,482 2,465 3,869 4,810 6,122 

臨 時 財 政 対 策 債 4,615 4,236 4,152 3,750 3,344 

減 収 補 て ん 債 等 700 606 525 454 470 

小  計 7,797 7,307 8,546 9,014 9,936 

特
別
会
計 

企
業
会
計 

下水道事業特別会計 7,676 7,536 7,463 7,411 7,279 

水 道 事 業 会 計  740 712 682 649 615 

合  計 16,213 15,555 16,691 17,074 17,830 

 

平成２９年度まで市債残高は年々減少していましたが、平成３０年度以降は起債残高が

増加しています。これは、平成３０年度の高浜小学校等整備事業の第 1 期工事完了、令

和元年度の小中学校の空調設備設置工事や令和 2 年度の高浜小学校整備事業の第 2 期工

事完了などにより、地方債の新規発行額が償還額を上回ったためです。 
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28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

水道事業会計

下水道事業会計

減収補てん債等

臨時財政対策債

普通債

162億円
156億円

167億円 171億円
178億円

億
円

市債残高の推移 
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用語解説等 

市債 

 いわゆる「借金」に相当するものです。市が学校を建てたり、道路や河川を整備したり

多額の費用を一時的に必要とする建設事業を行うとき、施設等を利用する将来の市民と

の間で負担の公平を図るため、長期の資金借入れを行うものです。 

学校の建設や道路・河川の整備のように、利益が将来世代にも及ぶ事業に使途を限定

されており、地方公共団体の場合、公債といわれるものの発行は、減収補てん債、臨時財

政対策債等法律で定められた一部のものを除き発行できないことになっています。 

 

 

臨時財政対策債 

地方公共団体の一般財源の不足を補うため、地方財政法第５条の特例として、特別に

発行を認められた、投資的経費（建設工事費など）以外にも充てられる地方債です。 

臨時財政対策債の発行に伴い、地方公共団体が将来に渡って支払わなければならな

い、元金と利子の償還金については、借入をした翌年度以降の地方交付税において、

「基準財政需要額（一般的に市の運営で必要と認められる経費）」として措置されま

す。 

 

 

減収補てん債 

地方税の収入額が標準税収入額を下回る場合、その減収分を補うために発行すること

ができる地方債です。 

高浜市は、平成２１年度以来発行していませんでしたが、令和 2 年度は新型コロナウ

イルスの感染拡大による減収分を補うために発行しました。 

 

【参考】 市債（一般会計）現在高／標準財政規模（％）→99.1%（愛知県内 23 位／37 市） 

（令和 2 年度地方財政状況調査結果より。名古屋市は除く。） 
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６ 基金（貯金）の状況                     

 

                                                          （単位 百万円） 

 

公共施設等整備基金においては、高浜小学校等整備費（ＰＦＩ事業）等に充当した結果、

前年度比で 2 億 2,900 万円減少しました。しかし、財政調整基金においては、歳入が歳

出を上回ったため、前年度比で 4 億 1,582 万円増加しました。よって、すべての基金の

残高では、前年度比で 2 億 4,247 万円の増となりました。 
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28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

その他特定目的基金

(定額運用基金を除く)

公共施設等整備基

金

減債基金

財政調整基金

億
円

29億円
28億円

30億円

25億円

28億円

区  分 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 

財 政 調 整 基 金 1,765 1,659 1,985 1,664 2,080 

減 債 基 金 3 3 0 0 0 

公共施設等整備基金 1,086 1,103 921 778 566 

その他特定目的基金 

(定額運用基金を除く) 
44 46 47 68 107 

合  計 2,898 2,811 2,953 2,510 2,753 

基金年度末残高の推移 
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基金 

 いわゆる「貯金」に相当するものです。地方公共団体が資金の積立て、運用、取崩し

を行うもので、本市には経済事情の著しい変動や大規模な災害などに対処するための

「財政調整基金」、学校その他公共施設の整備の財源に充てるための「公共施設等整備

基金」などの基金があります。 

平成 21 年度のリーマンショック前は「財政調整基金」の残高は 20 億円を超えてい

ましたが、リーマンショックの影響等により経常的経費が市税等の一般財源で賄い切れ

ない中で、財政調整基金を取り崩すことにより財源を賄い、残高については増減を繰り

返してきました。 

また、「公共施設等整備基金」については、公共施設の老朽化問題に対応するため、

令和元年から令和 2 年度にかけて大きく取崩しを行っていますが、いまだ 5 億円近い

残高を確保しています。 

全ての基金の合計額では、引続きリーマンショック前の水準を上回っています。最低

限必要な金額は確保していると言えますが、愛知県内の水準と比較すると、基金残高は

少ない方に位置付けられ、これからの公共施設の老朽化問題に対応するために、引き続

き計画的な積立てを行っていく必要があります。 

 

【参考】 

■基金／標準財政規模（%）→28.7%（愛知県内 22 位／37 市） 

（令和 2 年度地方財政状況調査結果より。名古屋市は除く。） 

用語解説等 



 

- 16 - 

 

 

  



 

- 17 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巻末資料 

 
 

 

 



事業名 事業費
都市計画税からの

充当金額

下水道事業 7 億8 ,3 0 8 万円 7 億8 ,3 0 8 万円

都市計画事業
基金積立

1 ,9 8 7 万円 1 ,9 8 7 万円

計 8 億2 9 5 万円 8 億2 9 5 万円

事業名 内容 事業費 う ち環境
譲与税

森林環境
譲与税

基金積立

令和5 年度以降の
学 校改 修事業に
活用予定

3 7 1 万円 3 7 1 万円

計 3 7 1 万円 3 7 1 万円

決算総額

歳入

3 3 4 億1 ,9 2 9 万円
（ 前年比2 4 .3％増）

歳出

3 2 7 億5 ,2 9 7 万円
（ 前年比2 6 .1％増）

一般会計

歳入 2 35 億 2 ,5 5 4 万円
　（ 前年比3 7 .7％増）

歳出 2 28 億 1 ,6 9 8 万円
　（ 前年比4 1 .3％増）

特別会計

歳入 69 億 5 70 万円

< 内訳>

国民健康保険事業 3 3 億 7 0 7 万円

土地取得費  5 ,7 4 2 万円

公共駐車場事業  9 ,4 3 4 万円

介護保険 2 8 億 9 ,5 7 6 万円

後期高齢者医療 5 億 5 ,1 1 1 万円

歳出 66 億 6 ,6 0 2 万円

< 内訳>

国民健康保険事業 3 2 億 4 ,7 5 0 万円

土地取得費  6 3 4 万円

公共駐車場事業  3 ,0 4 8 万円

介護保険 2 8 億 3 ,7 7 6 万円

後期高齢者医療 5 億 4 ,3 9 4 万円

企業会計

収入 29 億 8 ,8 0 5 万円

< 内訳>

水道事業 9 億 3 ,0 2 1 万円

下水道事業 2 0 億 5 ,7 8 4 万円

支出 32 億 6 ,9 9 7 万円

< 内訳>

水道事業 1 1 億 3 ,6 4 4 万円

下水道事業 2 1 億 3 ,3 5 3 万円

　９月市議会定例会において、

令和２ 年度の決算が認定さ れ

まし た。皆さ んが納めた税金

がどのよう に使われたのかを

お知ら せします。

令和2 年度

たかはま
の決算

＜主なも の＞

■総務費

　 ・ 特別定額給付金給付事業

（ 49 億5 ,3 9 4万円）

■民生費

　 ・ 保育園の管理運営費用

（ 13 億3 ,3 3 8万円）

■教育費

　 ・ 小中学校維持管理費用

（ 6 億6 47 万円）

■衛生費

　 ・ ごみ処理関係費用

（ 6 億9 ,6 5 0万円）

歳出決算額

2 2 8 億1 ,6 9 8 万円

＜主なも の＞

■国庫支出金

・ 特別定額給付金給付事業の

国負担金

　 　（ 4 9億5 ,3 9 4 万円）

■市債

・ 高浜小学校整備事業の

　 借入金

（ 1 1億6 ,9 8 0 万円）

■県支出金

・ 保育料無償化の県負担金

（ 2億2 ,9 50 万円）

歳入決算額

2 3 5 億2 ,5 5 4 万円

教育費
3 6 億3 ,0 5 1 万円

1 5 .9 %

総務費
7 1 億1 4 0 万円

3 1 .1 %

歳出

歳入

民生費
6 7 億3 ,6 8 2 万円

2 9 .5 %

衛生費
1 9 億5 ,9 9 8 万円

8 .6 %

土木費
1 3 億3 ,3 4 1 万円

5 .9 %

公債費
7 億7 ,7 1 1 万円

3 .4 %

消防費
5 億2 ,7 6 0 万円

2 .3 %

商工費
4 億3 ,7 4 2 万円

1 .9 %
議会費

1 億6 ,6 5 2 万円
0 .7 %  

農林水産業費
1 億4 ,5 3 6 万円

0 .6 %

市税
9 3 億5 ,5 0 1 万円

3 9 .8 %

■森林環境譲与税の使い道■都市計画税の使い道

国庫支出金
7 8 億4 7 4 万円

3 3 .2 %

交付金・ 交付税など
1 4 億7 ,5 3 9 万円

6 .3 %

県支出金
1 2 億2 ,2 3 4 万円

5 .2 %

繰越金
9 億3 ,4 3 5 万円

4 .0 %

諸収入
4 億5 ,2 6 4 万円

1 .9 %

市債
1 6 億4 ,8 4 0 万円

7 .0 %

その他
3 億3 ,0 2 7 万円

1 .3 %

繰入金
3 億2 4 0 万円

1 .3 %

その他
8 5 万円
0 .1 %

一般会計の歳入・ 歳出

一般会計決算の状況
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収
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指標名 高浜市結果
早期健全化

基準
財政再生基準 備考

実質赤字比率 ―
（ 赤字ではない）

13 .4 0 % 20 .0 0 % 7 億3 ,5 7 3万円の黒字です。

連結実質赤字比率 ―
（ 赤字ではない）

18 .4 0 % 30 .0 0 % 2 1億7 ,8 9 8 万円の黒字です。

実質公債費比率 －0 .1 % 25 .0 % 3 5 .0 % 前年度は－0 .4% でした。

将来負担比率 1 8 .6 % 350 .0 % ― 前年度は0 .7% でした。

資金不足比率
（ 水道・ 下水道）

―
（ 資金不足なし ）

20 .0 0 % ― 資金不足はありません。

○高浜小学校等整備事業が完了しまし た。

　 　 　 　 　 　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 1 5 億1 ,6 5 8 万円）

○児童扶養手当受給者などのひとり 親世帯に対し

て、臨時給付金を給付しました。

　 　 　 　 　 　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 6 ,7 1 6 万円）

○民間の認定子ども 園に運営費を給付しまし た。

　 　 　 　 　 　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 3 億8 ,3 5 6 万円）

○市内小中学校の手洗い場の水栓を 自動化し 、感

染症の広がりを抑えまし た。

　 　 　 　 　 　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (9 5 4 万円）

〇スク ールソ ーシャルワーカ ーを 教育委員会・ 学校

などに配置し 、教育相談体制を整備しまし た。

　 　 　 　 　 　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 2 4 1 万円）

○市内小中学校にタ ブレット 端末などを 導入し 、教

育のICT化を図りまし た。

　 　 　 　 　 　 　 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 3 億7 ,4 2 0 万円）

学び合い　 力を合わせて

豊かな未来を育もう
Ⅱ

○議会にペーパーレス会議システムを導入しまし た。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 1 5 6 万円）

○高浜市の魅力を 発信するなどのシティ プロ モー

ショ ン支援を行いまし た。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 2 4 9 万円）

みんなで考え みんなで汗かき

みんなのまちを創ろう
Ⅰ

○プレミ アム商品券を発行し 、市内事業者の経営早

期回復を支援しまし た。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　・・・・・・・・・・・・・・・・（ 6 ,8 0 2 万円）

○最新の被害想定にもとづき、防災マップを作成しました。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 9 3 5 万円）

明日を生み出すエネルギー

やる気を活かせるまちをつく ろう
Ⅲ

○特別定額給付金とし て、1 人あたり 1 0 万円の給付

を行いまし た。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　・・・・・・・・・（ 4 9 億5 ,3 9 4 万円） 

○アウト リ ーチ支援員を 配置し 、社会的孤立状態に

ある方の支援を行いまし た。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　・・・・・・・・・・・・・・・・・・（ 3 1 7 万円）

いつも 笑顔で健やかに

つながり１００倍ひろげよう
Ⅳ

～思いやり  支え合い 手と 手をつなぐ 大家族たかはま～

第６次高浜市総合計画体系別重点事業

問合せ先　 市 財務グループ　 ☎5 2 -1 1 1 1（ 内線3 2 2 ）

　 令和２年度決算の健全化判断比率を示す４ 指標と 公営企業の資金不足比

率をお知ら せし ます。こ れら の比率は、赤字額や借入金の額などをも と に自

治体の財政の健全化度を数値とし て表し たも のです。

　 いずれも 数値が少ないほど、その自治体の財政は健全な状態にあります。

健全化判断比率

資金不足比率

健全

健全

健全

健全

健全

7広 報 た か は ま　 R3 .1 1 .1
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目  次 

一 般 会 計 

２款 総務費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

１ 
議会運営事業 
（ペーパーレス会議システム借上料等） 

新規 Ⅰ 24 

２ 
広報広聴事業 
（シティプロモーション支援業務委託） 

新規 Ⅰ 26 

３ 
アシタのたかはま研究事業 
（宅配ボックス導入支援事業費補助金） 

新規 Ⅲ 28 

４ 
ＩＣＴ推進事業 
（ＲＰＡ導入業務委託） 

継続 Ⅰ 30 

５ 市制施行５０周年記念事業 新規 Ⅰ 32 

６ 
総合行政推進事業 
（総合計画策定支援業務委託等） 

新規 Ⅰ 36 

７ 
防災活動事業 
（防災マップ作成業務委託） 

新規 Ⅲ 38 

８ 特別定額給付金給付事業 新規 Ⅳ 40 

 

３款 民生費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

９ 
生活困窮者自立支援事業 
（アウトリーチ支援員） 

新規 Ⅳ 42 

10 
生活困窮者自立支援事業 
（住居確保給付金） 

継続 Ⅳ 44 

11 子育て世帯への臨時特別給付金支給事業 新規 Ⅱ 46 

12 
保育園管理運営事業 
（施設型給付費） 

継続 Ⅱ 48 

13 

保育園管理運営事業、家庭的保育推進事業、 
児童センター事業、放課後児童健全育成事業 
（消耗品費等） 

新規 Ⅱ 50 

14 児童扶養手当臨時特別給付金支給事業 新規 Ⅱ 51 

15 ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 新規 Ⅱ 52 
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４款 衛生費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

16 
新型コロナウイルス感染症対策推進事業 
（新型コロナウイルス感染拡大防止等支援補助金） 

新規 Ⅳ 53 

17 
新型コロナウイルス感染症対策推進事業 
（接種支援業務委託） 

新規 Ⅳ 54 

18 
母子保健事業 
（電子母子健康手帳アプリケーションシステム使用料） 

新規 Ⅱ 56 

 

7 款 商工費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

19 
中小企業支援事業 
（高浜市信用保証料補助金） 

継続 Ⅲ 58 

20 
経営近代化支援事業 
（プレミアム商品券事業費補助金） 

新規 Ⅲ 60 

21 新型コロナウイルス感染症対策企業支援事業 新規 Ⅲ 61 

22 
新型コロナウイルス感染症対策企業支援事業 
（新型コロナウイルス感染症対策物品等購入費補助金） 

新規 Ⅲ 62 

 

８款 土木費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

23 
交通安全指導啓発事業 
（高齢者後付安全運転支援装置設置費補助金） 

新規 Ⅲ 64 

 

10 款 教育費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

24 
児童生徒健全育成事業 
（スクールソーシャルワーカー謝礼） 

新規 Ⅱ 66 

25 
小学校維持管理事業 
（高取小学校大規模改造事業実施設計等業務委託） 

継続 Ⅱ 68 

26 
小学校維持管理事業 
（吉浜小学校大規模改造事業実施設計等業務委託） 

新規 Ⅱ 70 

27 
小学校維持管理事業 
（港小学校校舎増築工事実施設計業務委託） 

新規 Ⅱ 72 

28 
小学校維持管理事業 
（港小学校建具等改修工事） 

新規 Ⅱ 73 
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10 款 教育費 

No. 事業名等 区分 基本目標 頁 

29 
高浜小学校等整備事業 
（高浜小学校等整備費（ＰＦＩ事業）等） 

継続 Ⅱ 74 

30 
小学校維持管理事業・中学校維持管理事業 
（小・中学校トイレ改修工事設計業務委託） 

新規 Ⅱ 76 

31 
小学校維持管理事業・中学校維持管理事業 
（消耗品費等） 

新規 Ⅱ 77 

32 
小学校維持管理事業・中学校維持管理事業 
（小・中学校手洗い場自動水栓化工事） 

新規 Ⅱ 78 

33 
小学校給食運営事業・中学校給食運営事業 
（学校給食食材費等補償金） 

新規 Ⅱ 80 

34 
小学校ＩＣＴ教育推進事業・中学校ＩＣＴ教育推進事業 
（ＧＩＧＡスクール構想推進事業） 

新規 Ⅱ 82 

35 
小学校ＩＣＴ教育推進事業・中学校ＩＣＴ教育推進事業 
（ＧＩＧＡスクールサポーター業務委託等） 

新規 Ⅱ 84 

36 
中学校維持管理事業 
（高浜中学校音楽室増築工事等） 

継続 Ⅱ 86 

13 
幼稚園維持管理事業 
（消耗品費等） 

新規 Ⅱ 50 

37 
幼稚園維持管理事業 
（幼稚園長寿命化計画策定業務委託） 

新規 Ⅱ 88 

38 
文化財保護事業 
（市誌編さん業務委託等） 

継続 Ⅱ 90 

 

 

第６次高浜市総合計画基本目標 

Ⅰ みんなで考え みんなで汗かき みんなのまちを創ろう 
Ⅱ 学び合い 力を合わせて 豊かな未来を育もう 
Ⅲ 明日を生み出すエネルギー やる気を活かせるまちをつくろう 
Ⅳ いつも笑顔で健やかに つながり１００倍ひろげよう 
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⑤ 併用運用を実施した後に、課題解決に向けたタブレット研修会を実施した。 R3.3

成果・実績

　電子データと紙資料の併用運用からはじめ、委員会や協議会などから順にペーパーレス会議と
して実施することができた。
　各議員への資料配付や通知なども積極的にペーパーレス化を進めたことから、各議員は登庁し
なくても資料等の確認ができるなど、効率的な議員活動が行えるようになった。また、議員への
情報伝達や情報共有についても、閲覧確認ができるようになったことなど、大幅に効率化するこ
とができた。

主要施策成果説明書該当ページ 40・41ページ

スケジュール
（実績）

R2.11

③ 12月より会議等への持ち込み、議員連絡や通知などの活用を開始した。 R2.12

④ 3月定例会から本会議でタブレット端末と紙資料による併用運用を開始した。 R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① タブレット端末の調達に伴う契約を締結した。 R2.8

② タブレット端末を全議員へ配布し、タブレット研修会を実施した。

一般財源

1,562 千円 128 1,434

目指す成果
（期待される効果）

　ペーパーレス会議システムを導入することで、①配付資料のペーパーレス化が進められる。ま
た、過去の予算書などの資料を常時保持できることにより、議会での質疑等に資する。②緊急の
議員招集等、それらに伴う資料配布が容易になる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

【歳入】・タブレット端末借上料議員負担金 128千円
【歳出】・ペーパーレス会議システム導入支援業務委託料 264千円 ・ペーパーレス会議シス
テム借上料 413千円 ・メール管理システム導入支援業務委託料 147千円 ・メール管理シス
テム借上料 46千円 ・電算機器端末借上料 388千円 ・議場無線LAN整備工事費 226千円他

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　議会改革の推進による議会の活性化を目的として、平成27年度の議会改革特別委員会で、議員
から議会資料のIT電子データ化ができないかということから始まり、タブレット端末による電子
データの持込の可否とルールづくり、資料等のペーパーレス化、議場内モニターの活用による議
員側資料の投影による説明の可視化等、議員自らが近隣自治体等を調査・研究及び検討を続けて
きた。当市でも部長会等での導入が決まっており、近隣では西尾市、安城市が導入済みで、各自
治体も導入の動きが見られる。

目　的
（何のために）

　当局のペーパーレス会議に連動して議会にタブレットを導入し、①議員への配付資料を紙から
電子データ化し、議案書などもクラウドに置き、議員が、いつ、どこででも、過去の資料までも
を目にすることができるようにする。②議員招集及び資料配付を紙からメールにする等、議会改
革を推進し、議会及び議員活動の活性化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　全議員

事業内容
（手段、手法など）

　ペーパーレス会議システム及びグループウェアをセットアップしたタブレット端末を議員に配
付し、議員及び職員操作研修の後、6月議会・9月議会の仮運用を経て12月議会からの運用開始
を目指すもので、タブレット端末でグループウェアにより議会招集通知、議会スケジュール管
理、資料配布を行う。また、ペーパーレス会議システムで、議員への予算書等を始めとした資料
配布を紙資料からクラウド上に置くことで、議場でのペーパーレス会議を実現する。

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 01議会費 項 01議会費目01議会費

担当グループ 議会事務局議会グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ みんなで考え　みんなで汗かき
　 みんなのまちを創ろう

個別
目標

（２）将来を見据えた
　　　健全な財政運営を行います

事 業 名 03議会運営事業

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.1

計　　画
事  業  名  等 議会運営事業（ペーパーレス会議システム借上料等）【新規】

-24-



▲ペーパーレス会議の様子 ▲ペーパーレス会議での資料（例）

◀タブレット研修会の様子

成　果　資　料　等（位置図等）

県支出金 地方債 その他 一般財源

2,163 千円 384

今 後 の 方 針 等

課　　題 ・個々の利用者にて、タブレット端末操作の熟練度が異なることから、操作に慣れることが必要。

今後の方針
・適宜、熟練度の向上に向け、操作のフォローアップなどを行う。
・ペーパーレス会議の促進及びタブレット端末のさらなる活用に向けて、課題検討を行う。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

1,779

主
な
経
費

【歳入】・タブレット端末借上料議員負担金 384千円
【歳出】・ペーパーレス会議システム借上料 990千円 ・メール管理システム借上料 241千円 
　　　　・電算機器端末借上料 932千円

実施内容
（手段、手法など）

・会議のペーパーレス化とともにタブレット端末を継続的に活用する。
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⑤

ＳＮＳを通じたプロモーション活動を行った。（Facebook、Instagram）

R2.12

成果・実績

　地場産品の発掘・開発により新規返礼品が57件登録されたことにより、ふるさと応援寄附金が
昨年度より約300万円増加した。また、イベントや、広告掲載等のプロモーションを通じて高浜
市の魅力を発信することができた。
　しかしながら、当初期待した効果が得られなかったため、令和2年度限りで廃止とした。

主要施策成果説明書該当ページ 55ページ

スケジュール
（実績）

R2.4～R3.2

③

返礼品提供事業者と共にふるさとチョイス大感謝祭に参加した。 R2.11

④ R3.1

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 高浜市観光協会と契約を締結した。 R2.4

②

ふるさと納税の返礼品の選定・発掘・開発を行った。

一般財源

2,486 千円 2,486

広告を掲載した。(ESSEグランプリ、懸賞なび、楽天など）

目指す成果
（期待される効果）

■地場産品の発掘・開発や高浜市の魅力を全国に発信することで、高浜市のファンが増え、
　ふるさと応援寄附金が増える。
■高浜市の良さに気づき、郷土への誇りを感じ、愛着が高まる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・シティプロモーション支援業務委託料　2,486千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　令和2年度は、高浜市市制50周年という本市の魅力を全国に発信するとともに、高浜市民に対
しても高浜市の魅力や取組を発信することで、まちに対する愛着・誇りを育む絶好の機会であ
る。

目　的
（何のために）

　高浜市の持つ「人・食・文化・産業・情報」など多様な魅力を強化あるいは発掘し、効果的な
情報発信を行うことで、高浜市の魅力に共感し「高浜市に訪れたい」「応援したい」人を増や
し、ヒト・モノ・カネなどの資源を獲得するとともに、市民のまちへの愛着と誇りを育むための
シティプロモーション支援を行う。

対　象
（誰・何を対象に）

　全国及び市民

事業内容
（手段、手法など）

（1）インターネットやＳＮＳを通じたプロモーション活動

（2）ふるさと納税の返礼品の選定・発掘・開発

（3）各種メディア等とのリレーション業務

（4）広告掲載業務

事 業 名 01広報広聴事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 02総務費 項

担当グループ 企画部総合政策グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ みんなで考え　みんなで汗かき
　 みんなのまちを創ろう

個別
目標

（１）まちへの想いを育み、いつまでも住み
　　　続けたいと思えるまちをつくります

01総務管理費 目 08広報広聴活動費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.2

計　　画
事  業  名  等 広報広聴事業（シティプロモーション支援業務委託）【新規】
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.3

計　　画
事  業  名  等  アシタのたかはま研究事業（宅配ボックス導入支援事業費補助金）【新規】

担当グループ 企画部総合政策グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
    やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（６）産業を活性化して、
　　　まちを元気にします

01総務管理費 目 12企画費

事 業 名 05アシタのたかはま研究事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 02総務費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症の影響で、人と接触する機会のある現地での買い物を避け、配達等
を利用する方が増加しています。そこで新型コロナウイルス感染症対策として、人と人との接触
機会を減らし、再配達率が減少することによる二酸化炭素の排出抑制及び配達員と市民の感染リ
スクの軽減を図る必要がある。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルス感染症の拡大防止および二酸化炭素の排出抑制のため

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業内容
（手段、手法など）

　宅配ボックス（居住者の替わりに荷物を受け取るロッカー型設備）の設置に対する補助金を交
付する。
（設置対象者の要件）
　（１）高浜市に住所を有すること。
　（２）当該宅配ボックスを自ら居住する住宅に設置し、適切に使用できること。
　（３）当該宅配ボックスの設置は、法令等に違反していないこと。
　（４）同じ住所に宅配ボックスを設置していないこと。
（助成額）
　　宅配ボックス1基につき購入金額の1／2を補助金として交付する。（上限10千円）
（申請・交付の流れ）
　　購入書の申請・取得　→　販売指定店での購入　→　販売指定店から販売個数に応じて市　
　へ補助申請　→　交付決定　→　販売指定店へ補助金交付

目指す成果
（期待される効果）

　新型コロナウイルス感染者数の抑制および二酸化炭素の排出抑制

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・宅配ボックス導入支援事業費補助金
　申請件数　86件　×　助成上限額10千円 ＝　860千円
　申請件数　  7件　×　助成金額8千円（購入金額の半額）＝　56千円

一般財源

916 千円 916

指定店にて宅配ボックスの販売を行った。 R3.1～R3.3

⑤ 指定店からの補助金申請、補助金の交付決定、交付を行った。 R3.2～R3.3

成果・実績

　宅配ボックス販売指定店として市内3事業所からの協力を得て、高浜市内の住宅への宅配ボック
ス設置にかかる支援（補助）を93基分実施することができ、コロナ禍での買い物による人の人と
の接触機会の減少による新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止および、再配達率の減少によ
る二酸化炭素の排出抑制に寄与した。

主要施策成果説明書該当ページ 64ページ

スケジュール
（実績）

R3.1

③

『広報たかはま』2月1日号にてPRチラシの回覧を行った。 R3.2④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 宅配ボックス指定店の承認決定をした。 R3.1

② 『広報たかはま』1月1日号にて事業の告知を掲載した。
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成　果　資　料　等（位置図等）

↑宅配ボックス補助ＰＲチラシ

↑宅配ボックス
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⑤

成果・実績

①環境構築、②運用試験について
　令和３年度の運用開始に向けスケジュール通り進めることができた。
③職員研修
　すべての職員が運用を想定しやすい研修とするため、RPAだけでなく前後の業務を含めた運用の流れを
イメージできる研修を計画した。
　実施時期については、新型コロナウイルス感染症により研修方法の検討が必要となったが、関係各所と調
整し、運用開始に向けて進めることができた。

主要施策成果説明書該当ページ 67ページ

スケジュール
（実績）

R3.2

③ 職員研修（職員向けマニュアルおよび研修準備を実施）を行った。 R3.3

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 環境構築（財務会計システムにRPAを導入）を行った。 R3.1

② 運用試験（導入したRPAが動作することを確認）を行った。

一般財源

4,950 千円 4,950

目指す成果
（期待される効果）

　令和3年度から令和7年度の間、毎年度1,658時間の業務時間の削減を目標とする。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・RPA導入業務委託料4,950千円
（令和3年度から令和7年度：RPAシステム利用料3,960千円×5年）

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　複雑かつ高度化する市民ニーズに対応するためには、定型業務の合理化は必要不可欠であり、
ICTを活用した定型業務の自動化は一つの解決策として注目されている。
　このため定型業務自動化の代表格であるRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション）
技術を導入し、すべての職員が関係する財務に関する業務の合理化を図る。

目　的
（何のために）

　本事業は財務に関する業務時間の削減を目的とする。財務会計の業務は年間7,330時間（令和
元年度実績）を要しており、RPA導入により年間１,658時間、22.6％の業務時間の削減を目標
とする。なお、RPA化の対象を財務としたのは、費用対効果、全職員が利用可能、RPA化の効果
をすぐに実感できるものとして同業務を選定している。

対　象
（誰・何を対象に）

　財務に関する定型業務

事業内容
（手段、手法など）

　本事業は、令和2年11月にリプレースした財務会計システムと連動した組み込み型RPAであ
り、動作検証済み（完成済み）ロボット全42業務（※）が専門的な知識がなくても利用可能とな
る。また、クラウド型サービスを想定していることから、職員に貸与しているPC（228台を想
定）での利用が可能となる。
　令和2年度はRPAが利用可能な環境構築で4,950千円、令和3年度から令和7年度までは毎年度
3,960千円のシステム利用料が発生する。
　
（※）42業務の内訳：帳票出力22業務、システム登録12業務、突合（照会）8業務　計42業務

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 02総務費 項

事 業 名 10ICT推進事業

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.4

計　　画
事  業  名  等 ICT推進事業（RPA導入業務委託）【継続】

担当グループ 企画部ICT推進グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ みんなで考え　みんなで汗かき
    みんなのまちを創ろう

個別
目標

（１）まちへの想いを育み、いつまでも住み
　　　続けたいと思えるまちをつくります

01総務管理費 目 12企画費
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成　果　資　料　等（位置図等）

県支出金 地方債 その他 一般財源

3,960 千円

今 後 の 方 針 等

課　　題

１．事務改善ツールとしての活用
　本システムは、多くの職員が活用することで効果を発揮することから、わかりやすいマニュアルの
整備、サポート体制の充実は勿論、非効率な作業を見直す事務改善活動も併せて進め、効果が実感で
きるよう運用する必要がある。
２．チェック体制の見直し
　事務を自動化することで、チェックが疎かにならないようチェック体制の見直しも併せて行う必要
がある。

今後の方針

１．全ての職員が参加できる研修の実施
　従来の座学方式に加え、You tubeなどの動画配信による研修を実施し、全ての職員が研修に参加
できるようにする。
２．関係グループと連携した運用
　本システムを活用した事務改善活動に繋がるよう秘書人事グループ、財務グループと連携し、サ
ポート体制を充実させるとともに、運用により見えてくる新たな課題を早期に克服する体制を整え
る。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

3,960

主
な
経
費

・RPAシステム利用料3,960千円

実施内容
（手段、手法など）

RPAシステムの利用・保守費用。
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目指す成果
（期待される効果）

■50周年記念事業を通じて、市民がこれまでの50年を振り返ることで、高浜市の良さに気づ
　き、郷土への誇りを感じ、愛着が高まる。
■高浜市の魅力を市内外に発信することができる。
■50周年の取組に参加した市民が高浜市のことを考えるきっかけとなり、まちづくりの新たな
　担い手の発掘につながる。

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　高浜市市制50周年という大きな節目の年を、第6次高浜市総合計画（2011年～2021年）に
掲げている将来都市像「思いやり 支え合い 手と手をつなぐ 大家族たかはま」を達成するため
に、行政のみによる形式的な事業実施ではなく、市民の皆さんと行政が手と手を取り合い一緒に
なって企画・立案し、自ら実践することのできる事業を実施していく。

目　的
（何のために）

　半世紀の時を経て、高浜市として次の50年を築き、100年を迎えていくための新たなスタート
を切るため、これまでの50年間、高浜市を支えてきた先人たちの想いをこれからの50年を創っ
ていく世代に伝えていくため。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業内容
（手段、手法など）

記念事業と記録・ＰＲ事業を実施する。（※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため一
部の事業を延期して令和３年度に実施する）
【記念事業】
＜高浜市市民会議50企画事業＞
　市制施行50周年を盛り上げるため、市民によって結成された「高浜市市民会議50」で計画、
実行する50周年記念事業。（6事業）
　①テーマソング事業
　②おたかわら探し事業（令和３年度に延期）
　③わくわくワーク事業（令和３年度に延期）
　④笑顔の写真展事業
　⑤鬼みちまつりで50ｔｈオリジナルの灯り事業（令和３年度に延期）
　⑥オリジナル食べ物づくり事業
＜市民募集アイデア事業＞
　市制50周年を盛り上げるため、市民、団体、企業等より募集した市制施行50周年を記念
する事業アイディアを実施する事業。（12事業）
　①ＰＲ動画制作
　②かわら記念グッズ制作
　③インスタで新名所づくり
　④高浜アーカイブス（令和３年度に延期）
　⑤イルミネーション事業（令和３年度に延期）
　⑥高浜50年ありがとう　ごみ拾い（令和３年度に延期）
　⑦市民合唱による第9演奏で50周年を祝う（令和３年度に延期）
　⑧オリンピック・パラリンピックパブリックビューイング（中止）
　⑨かわらメダル制作
　⑩高浜市民記録に挑戦（令和３年度に延期）
　⑪天野浩名古屋大学教授基調講演（令和３年度に延期）
　⑫張濱記念コンサート（令和３年度に延期）
【記録・ＰＲ事業】
　広報誌やインターネット、ＳＮＳなど、各種媒体を使った積極的な情報発信により、市全体
の50周年を祝う機運を高める。また記念誌や記念動画を制作する。

事 業 名 12市制施行50周年記念事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 02総務費 項

担当グループ 企画部総合政策グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ みんなで考え　みんなで汗かき
　 みんなのまちを創ろう

個別
目標

（１）まちへの想いを育み、いつまでも住み
　　　続けたいと思えるまちをつくります

01総務管理費 目 12企画費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.5

計　　画
事  業  名  等 市制施行50周年記念事業【新規】
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⑫
キャラクターとコラボした瓦モニュメントを制作し、鬼師の技術の発信
及び地域の活性化を図った。

R2.7～R3.1

成果・実績

　高浜市を舞台にしたテレビドラマの放送や人気テレビアニメとのコラボ、SNSを使った市民参
加型のフォトコンテストの実施などを通じて高浜市のPRにつながった。また、50周年の取り組
みに参加した市民や、高浜市市民会議50のメンバーが第7次高浜市総合計画を策定するための高
浜市の未来を描く市民会議に参加するなど、50周年をきっかけとしてまちづくりに興味を持つ市
民の発掘につながった。

主要施策成果説明書該当ページ 68～71ページ

スケジュール
（実績）

R2.6～R3.3

③ 笑顔の写真展を実施した。 R2.6～R2.12

④
市内事業所と協力をして５０周年を記念するオリジナル食べ物を販売し
た。

R2.4～R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 高浜市市民会議50会議（全体会および個別会議）を実施した。 R2.4～R3.3

②
高浜市テーマソングを市役所ホームページ上で公開した。また振付を作
成し、市民へ周知した。テーマソングを浸透させるため、広げよう企画
を実施した。

一般財源

22,907 千円 10,639 12,268

⑨ 鬼瓦デザインのかわらメダルを制作した。 R2.4～R2.7

⑤
市内の店舗を応援するため、購入金額500円ごとに応募券がもらえる５
０たかはま元気応援キャンペーンを実施した。

R3.2～R3.3

⑥
テレビドラマ「名古屋行き最終列車～三河線編～」を同じく周年を迎え
る刈谷市・知立市ともに制作した。

R2.7～R2.12

⑦
市制施行50周年のシンボルマークがデザインされた瓦製品「おたかわ
ら」を制作した。

R3.1～R3.2

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

【事業費】
・委託料　13,395千円
（記念品制作業務委託料、記念展示物制作業務委託料、記念動画制作業務委託料等）
・使用料及び賃借料　8,257千円
（版権使用料、公共施設等会場使用料）
・消耗品費　635千円
・印刷製本費　351千円　等
【財源】
・市制施行50周年記念事業基金繰入金　9,626千円
・市制施行50周年事業協賛金　85千円
・（一財）地域活性化センター助成金　2,000千円
・グッズ売上収入　557千円

⑧
インスタグラムフォトコンテストを実施し、投稿された写真をもとにイ
ンスタ映えスポットマップを制作し、市役所ホームページで公開した。

R2.4～R3.3

⑪
「三州鬼瓦工芸品」を制作する鬼師とテレビアニメのコラボを支援し、
鬼師の技術の発信及び地域の活性化を図った。

R2.5～R3.1

⑩ 市制施行50周年記念動画を制作した。 R2.5～R2.11
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県支出金 地方債 その他 一般財源

6,000 千円 3,000

今 後 の 方 針 等

課　　題
　令和3年度に延期した記念事業は、人が集まる事業であるため、コロナ禍であっても安心して実施
できるよう感染症対策をしっかりとしたうえで実施をしていく必要がある。
　また、感染症の状況により、事業の実施方法の再検討や中止の判断が求められる。

今後の方針

　新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、参加人数の制限やソーシャルディスタンスを維持できる
会場を確保しつつ、事業の実施を目指していく。
　また、事業によっては市公式ホームページやSNS、動画配信などオンラインを活用した実施方法
を検討し、事業を実施する。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

3,000

主
な
経
費

・報奨金　732千円
（講演等講師謝礼、市民合唱指導等謝礼、事業協力謝礼、記録撮影謝礼）
・委託料　3,178千円
（記念演奏業務委託料、会場設営業務委託料、記念展示物制作業務委託料等）
・使用料及び賃貸借料　849千円
（公共施設等会場使用料、エコアクションポイント、プロジェクター借上料等）
【財源】
・市制施行50周年記念事業基金繰入金　3,000千円

実施内容
（手段、手法など）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、令和2年度から延期になった記念事業と記録・
PR事業を実施する。
【記念事業】
＜高浜市市民会議50企画事業＞
　市制施行50周年を盛り上げるため、市民によって結成された「高浜市市民会議50」で計画、実行
する50周年記念事業。（6事業）
　①テーマソング事業（令和2年度より継続）
　②おたかわら探し事業
　③わくわくワーク事業
　④笑顔の写真展事業
　⑤鬼みちまつりで50thオリジナルの灯り事業
　⑥オリジナル食べ物づくり事業（令和2年度より継続）
＜市民募集アイデア事業＞
　市制50周年を盛り上げるため、市民、団体、企業等より募集した市制施行50周年を記念
する事業アイディアを実施する事業。（7事業）
　①高浜アーカイブス
　②イルミネーション事業
　③高浜50年ありがとうこれからもよろしくごみ拾い
　④市民合唱による第9演奏で50周年を祝う
　⑤高浜市民記録に挑戦
　⑥天野浩名古屋大学教授基調講演
　⑦張濱記念コンサート
【記録・PR事業】
　広報誌やインターネット、SNSなど、各種媒体を使った積極的な情報発信により、市全体
の50周年を祝う機運を高める。また記念誌を制作する。
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成　果　資　料　等（位置図等）

↑テーマソングＣＤ ↑笑顔の写真展 ↑オリジナル食べ物 ↑５０たかはま元気応援キャンペーン

↑名古屋行き最終列車～三河線編～ ↑瓦記念品「おたかわら」 ↑インスタグラムフォトコンテスト ↑かわらメダル

↑市制50周年記念動画 ↑体験ワークショップ ↑鬼コラボ瓦レリーフ ↑タツヲ鬼瓦
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.6

計　　画
事  業  名  等 総合行政推進事業（総合計画策定支援業務委託等）【新規】

担当グループ 企画部総合政策グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅰ みんなで考え　みんなで汗かき
 　 みんなのまちを創ろう

個別
目標

（１）まちへの想いを育み、いつまでも住み
　　　続けたいと思えるまちをつくります

01総務管理費 目 12企画費

事 業 名 14総合行政推進事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 02総務費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　現行の第6次総合計画が令和3年度に満了を迎えることから、次期総合計画を策定する必要があ
る。

目　的
（何のために）

　市民と行政がともに高浜市を作りあげていく「まちづくりの設計図」として、まちづくりの共
通目標を掲げ、その実現に向けて必要な取り組み内容を盛り込んだ「高浜市の未来を描くまちづ
くりの設計図」として、第7次総合計画を策定するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　市全体

事業内容
（手段、手法など）

　令和元年度より庁内検討組織を立ち上げ、次期総合計画の策定のための市民会議や審議会の人
選、指標の検討を始め、令和2年度に市民会議、審議会を行い総合計画案の検討を行うなど、市民
と行政の協働により、計画案を作成する。

目指す成果
（期待される効果）

　取り組むメニューを列挙するのではなく、地域課題（地域計画からエッセンスを取り込む）や
未来予測を踏まえた、戦略的な計画を策定する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・総合計画策定支援業務委託料      3,597千円　 ・特別旅費　   4千円　
　
・総合計画審議会委員報酬                 75千円　 ・消耗品費  140千円 
 
・アドバイザー謝礼                        145千円    ・食糧費　      9千円

一般財源

4,766 千円 4,766

⑤ 高浜市の未来を描く市民会議（第１回）を行った。 R3.3

成果・実績

　新型コロナウイルス感染症の影響で第7次高浜市総合計画の策定期間を1年間延長することとし
た。令和5年度よりスタートする次期高浜市総合計画の策定に向けて、基礎資料づくりのための市
民意識調査や人工知能を活用した未来シミュレーションを実施するとともに、策定体制を構築
し、感染症の状況を踏まえながら各種会議を開催した。

主要施策成果説明書該当ページ 72～74ページ

スケジュール
（実績）

R2.7

③ 市民意識調査を行った。 R3.1

④ 高浜市総合計画審議会（第１回）を行った。 R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 市民会議メンバーを募集した（広報5月1日号、市公式HP、小中学校等） R2.5

② 人工知能を活用した未来シミュレーションの評価・検証（庁内会議）を行った。
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今 後 の 方 針 等

課　　題

　新しい高浜市の姿の実現に向けて、多くの方と意見交換をしたりベクトル合わせをしたいと考えて
いる。しかしながら、これまでのように、実際に集まって意見を出し合う環境が難しい状況であるた
め、地域の皆さんの声をどのように取り入れていくのか、新しい計画をいかに市民の皆さんに、まち
づくりの指針として、自分ごととして捉えていただけるかが課題である。

今後の方針
　より多くの方に何らかの形で少しでも策定にかかわっていただき、市民の皆さんの総合計画となる
ようにしていく。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

2,355

主
な
経
費

・総合計画審議会委員報酬　377千円　　・アドバイザー謝礼　　1,093千円　
　
・特別旅費　　　　　　　  　35千円　　・消耗品費　　　　　　　125千円　
・食糧費　　　　　　　　　  60千円

実施内容
（手段、手法など）

　令和２年度に引き続き、庁内検討組織や、次期総合計画の策定のためのワーキンググループ「高浜
市の未来を描く市民会議」や総合計画審議会を行い総合計画案の検討を行うなど、市民と行政の協働
により、計画案を作成する。

県支出金 地方債 その他 一般財源

2,355 千円
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⑤

成果・実績

　最新の被害想定を基にした各種ハザードマップにより居住する地域の災害リスク、避難場所及
び避難所を把握し、各自でマイ・タイムライン＜避難行動計画＞をつくることで災害時に適切な
避難行動をとれるように防災マップを作成することができた。また、表紙を封筒型とすること
で、新たなマップの追加や更新による差し替えにも対応できるようにした。

主要施策成果説明書該当ページ 85・86ページ

スケジュール
（実績）

R2.8

③ 災害別ハザードマップに併せて、マイ・タイムライン＜避難行動計画＞の記入様式を作成した。 Ｒ3.3

④ 防災マップが完成した。 R3.3

2,559 6,791

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 令和２年度南海トラフ地震等対策事業費補助金の交付申請をした。 R2.7

② 防災マップ作成業務を発注した。

目指す成果
（期待される効果）

　最新の被害想定に基づき、居住する地域の災害リスク、避難場所や避難所等を把握し、避難
ルート等を確認する中で、災害時における適切かつ迅速な避難行動の推進を図り、市民の生命及
び財産を守る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・防災マップ作成業務委託料：9,350千円

一般財源

9,350 千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　平成16年度の水害ハザードマップ、平成26年度の地震防災マップの作成後、新たな被害想定
として、平成28年5月の「矢作川最大浸水想定」などが公表された。加えて、令和元年度には
「稗田川浸水想定」が公表された。
　近年の災害の大型化などを踏まえ、最新のマップを作成し市民等への周知と活用を図り、災害
に対する意識を高めてもらう必要がある。

目　的
（何のために）

　最新の被害想定や災害により異なる避難場所及び対策などを盛り込んだ防災マップを作成し、
市民等に配布し活用してもらうことで、自身や家族、地域における防災・減災意識を高めてもら
うとともに、適切かつ迅速な避難行動の推進を図るため。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民等

事業内容
（手段、手法など）

マップの構成：
　①矢作川・稗田川洪水　②土砂災害　③津波　④震度分布　⑤液状化
　　Ｂ3両面（表面：被害想定、利用可能な避難場所等、裏面：対策等）
　⑥表紙（新たなマップの追加にも対応可能）

印刷枚数：25,000枚

＊高潮については、令和3年度に新たな被害想定の公表が予定されていることから、
　令和4年度以降にマップを作成していく予定。

事 業 名 01防災活動事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 0２総務費 項 0１総務管理費 目 １８防災対策費

担当グループ 都市政策部防災防犯グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
 　やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（９）安全・安心が実感できる
　　　まちづくりを進めます

計　　画
事  業  名  等 防災活動事業（防災マップ作成業務委託）【新規】

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.7
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成　果　資　料　等（位置図等）

【地震】 【地震(液状化危険度)】 【津波】

【土砂災害】 【洪水(矢作川)】 【洪水(高浜川・前川)】

①表紙（封筒型） ➂各種ハザードマップ

②様式:マイ・タイムライン
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.8

計　　画
事  業  名  等 特別定額給付金給付事業【新規】

担当グループ 企画部総合政策グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ いつも笑顔で健やかに
 　つながり100倍ひろげよう

個別
目標

（10）一人ひとりを認め合い、その人らしく
　　　 暮らせるまちづくりを進めます

01総務管理費 目 21特別定額給付金給付事業費

事 業 名 01特別定額給付金給付事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 02総務費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和2年4月20日閣議決定）において、「新型
インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の下、生活の維持に必要な場合を除き、
外出を自粛し、人と人との接触を最大限削減する必要がある。医療現場をはじめとして全国各地
のあらゆる現場で取り組んでおられる方々への敬意と感謝の気持ちを持ち、人々が連帯して、一
致団結し、見えざる敵との闘いという国難を克服しなければならない」と示され、このため、感
染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行う必要がある。

目　的
（何のために）

　新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の下、感染防止拡大に留意しつ
つ、簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計への支援を行うこととし、一律に、一人当たり10 万円の
給付を行うことを目的とする。

対　象
（誰・何を対象に）

　全市民

事業内容
（手段、手法など）

　基準日（令和2年4月27日）時点で高浜市の住民基本台帳に記録されている者（基準日以前
に、住民票を消除されていた者で、基準日において、日本国内で生活していたが、いずれの市区
町村の住民基本台帳にも記録されておらず、かつ、基準日の翌日以後初めて市区町村の住民基本
台帳に記録されることとなったものを含む。）に対して、一人当たり10 万円の給付を行う。
≪申請方法≫
・郵送申請方式　・オンライン申請方式

目指す成果
（期待される効果）

　一人当たり10万円の給付を行うことで、家計への支援の一助となる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・職員手当等（時間外勤務手当等）1,440千円    　　・報償費（外国人受付支援謝礼）408千円　
　　
　　
・消耗品費（事務用品等）945千円　　                 　・印刷製本費　153千円　
・通信運搬費（郵送料等）3,260千円                        ・手数料（口座振込手数料等）2,272千円　
　

一般財源

4,953,940 千円 4,953,940

⑤ 申請受付を終了した。 R2.8

成果・実績

　郵送による一斉発送より前に、手書き申請による申請をはじめるなど、様々な事情によりいち
早く給付を必要とする方への対応や、外国籍の方たちがよりスムーズに申請できる環境を整えな
がら給付事務を適切に行った。
【給付完了率（世帯）98.3％　　給付完了率（金額）　99.8％】

主要施策成果説明書該当ページ 89ページ

スケジュール
（実績）

R2.5

③ コールセンターを設置した。 R2.5

④ 郵送による申請に対する給付を開始した。 R2.5

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 手書き申請及びオンライン申請の方に対する給付を開始した。 R2.5

② 郵送による申請を開始した。
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成果・実績

・関係団体等への連携調整：32件
・チラシの配布：23箇所
・団体への情報提供依頼：9件
・ひきこもり相談：13件
・長期不就労者の就職相談：10件
・予防対応：2件

主要施策成果説明書該当ページ 132・133ページ

対象者支援（自立・就労・通院等）を行った。 R2.4～R3.3

④

⑤

スケジュール
（実績）

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 周知活動（広報・ホームページ・チラシ等）を行った。 R2.4～R3.3

② 情報収集活動（本人・家族・庁内部局・庁外関係者等）を行った。 R2.4～R3.3

③

3,165

決
算
額
の

内
訳

・人件費（報酬・職員手当等・共済費・旅費）２，７３０千円
・需用費（燃料費）４１千円
・使用料及び賃借料（公共駐車場借上料・自動車借上料）３９４千円

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,165 千円

　正規雇用希望者や長期失業者、ひきこもり等で将来的に生活困窮や社会的孤立のおそれがある
 方

事業内容
（手段、手法など）

　正規雇用希望者や長期失業者、ひきこもり等で生活困窮や社会的孤立のおそれがある方を支援
する「アウトリーチ支援員」を自立相談支援機関に配置し、自立相談支援員や就労支援員、ハ
ローワークなどと連携して、支援対象者の社会参加や就労、増収をサポートする。

目指す成果
（期待される効果）

　支援が必要な方の社会参加や就労、増収を支援し、精神的・経済的な自立を促すとともに、生
活保護や生活困窮に陥ることを未然に防止する。

実施内容・事業成果

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　現在、35～44歳を中心とする、いわゆる「就職氷河期世代」は、雇用環境が厳しい時期に就
職活動を行った世代であり、不安定な仕事や無職等の状態にある方が多い傾向にある。
　こうした中、国が令和2年度から3年間の支援プログラムを策定し、同世代の活躍の場を広げる
ために必要な施策を実施することに伴い、市においても新たな施策を実施する。

目　的
（何のために）

　就職氷河期世代を対象に、正規職員等の安定した仕事を希望しているにもかかわらず不安定就
労や長期失業、ひきこもり等の状態にある方の就労・増収等を支援することで、生活保護や生活
困窮に陥ることを未然に防ぐ。

対　象
（誰・何を対象に）

担当グループ

01社会福祉総務費

事 業 名 02会計年度任用職員管理事業　05生活困窮者自立支援事業

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ いつも笑顔で健やかに
　 つながり100倍ひろげよう

個別
目標

（１０）一人ひとりを認め合い、その人らし
　　　　く暮らせるまちづくりを進めます

予  算  区  分

福祉部地域福祉グループ

会計 一般会計 款 項 目03民生費 01社会福祉費
08生活援助費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.9

事  業  名  等

計　　画

生活困窮者自立支援事業（アウトリーチ支援員）【新規】
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今 後 の 方 針 等

課　　題

　ひきこもり等の情報が入っても本人やその家族などからの支援の要請がなければ支援に繋がらない
ため、支援の必要性について理解を得る必要がある。
　また、支援対象者が抱える課題が複雑・複合化しているケースが多いため、支援を開始しても長期
化する傾向にある。

今後の方針

　支援の周知活動を継続するとともに、支援が必要と考えられる対象世帯には理解が得られるよう根
気強く接触を図り、支援の意思が示されたときに支援が開始できるよう体制を整えておく。
　また、複雑・複合化した課題を抱える支援対象者には、早期の自立が図られるよう関係機関と定期
的な情報交換や支援方針の検討を継続して行っていく。

成　果　資　料　等（位置図等）

千円 3,514

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

3,514

主
な
経
費

・人件費（報酬・職員手当等・共済費・旅費）３，０５２千円
・旅費（研修旅費）５千円
・需用費（燃料費）６３千円
・使用料及び賃借料（公共駐車場借上料・自動車借上料）３９４千円

実施内容
（手段、手法など）

　自立相談支援機関に「アウトリーチ支援員」を配置し、自立相談支援員や就労支援員、支援に関係
する部局などと連携して、支援対象者の社会参加や就労、増収に向けたサポートを継続し行ってい
く。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.10

計　　画
事  業  名  等 生活困窮者自立支援事業（住居確保給付金）【継続】

担当グループ 福祉部地域福祉グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ いつも笑顔で健やかに
　 つながり100倍ひろげよう

個別
目標

（10）一人ひとりを認め合い、その人らしく
　　　 暮らせるまちづくりを進めます

01社会福祉費 目 08生活援助費

事 業 名 05生活困窮者自立支援事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 03民生費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症の拡大等による状況を踏まえ、住居確保給付金の支給対象に休業等
に伴う収入減少により離職等と同程度の状況に至った方も加える必要がある。

目　的
（何のために）

　離職や収入減少により経済的に困窮し、住居を喪失又は喪失するおそれのある者に対し、家賃
相当分の住居確保給付金を支給する。

対　象
（誰・何を対象に）

　経済的に困窮し、住居の喪失又は喪失するおそれのある次のいずれかに該当する方
   ①申請日において離職や廃業の日から２年以内の方
   ②個人の責めに帰すべき理由や都合によらない休業等で収入が減少し、離職や廃業等と同程度
の状況にある方

事業内容
（手段、手法など）

　生活困窮者自立相談支援機関（いきいき広場内）にて相談・申請を受け付け、審査・決定後に
申請月から原則3か月の家賃相当額を住宅貸主等へ代理納付する。
〔主な給付要件〕
◎基準額を世帯人数ごと設定
　①申請月の世帯収入が、基準額に家賃額（上限：生活保護の住宅扶助費）を加えた額以下であ
ること
　②世帯の預貯金額が、基準額の6倍以下であること

目指す成果
（期待される効果）

　生活困窮状態にあるなかで、住居確保給付金の支給により居住の安定が図られる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・住居確保給付金　3,491千円

一般財源

3,491 千円 2,618 873

⑤

成果・実績
　給付金を支給したことにより、生活困窮世帯の居住の安定が図られた。
　総支給世帯数: 27世帯

主要施策成果説明書該当ページ 133ページ

スケジュール
（実績）

R2.5～R3.3

③ 給付金の支給を行った。 R2.5～R3.3

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 給付金の制度をホームページに掲載し、制度を周知した。 R2.5

② 相談・申請の受付を行った。
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今 後 の 方 針 等

課　　題
・新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、住居確保給付金の支給により居住の安定
が図られたが、受給期間中に就職や増収に至らない世帯もみえる。

今後の方針
・自立相談支援機関において、経済的自立に向け就労支援等継続した支援を行っていく。また要保護
状態となれば、生活保護につなげていく。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

1,620

主
な
経
費

住居確保給付金　40世帯（初回）　×　3か月　×　36千円　＋　20世帯（延長）　×　3
か月　×　36千円　＝　6,480千円

実施内容
（手段、手法など）

　生活困窮者自立相談支援機関（いきいき広場内）にて相談・申請を受け付け、審査・決定後に申請
月から原則3か月の家賃相当額を住宅貸主等へ代理納付する。

県支出金 地方債 その他 一般財源

6,480 千円 4,860

-45-



主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.11

計　　画
事  業  名  等 子育て世帯への臨時特別給付金支給事業【新規】

担当グループ こども未来部こども育成グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

02児童福祉費 目 01児童福祉総務費

事 業 名 06子育て世帯への臨時特別給付金支給事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 03民生費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和2年4月20日閣議決定）において、「新型
インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言の下、生活の維持に必要な場合を除き、
外出を自粛し、人と人との接触を最大限削減する必要がある。医療現場をはじめとして全国各地
のあらゆる現場で取り組んでおられる方々への敬意と感謝の気持ちを持ち、人々が連帯して、一
致団結し、見えざる敵との闘いという国難を克服しなければならない」とされ、これを踏まえ、
「子育て世帯への臨時特別給付金」が盛り込まれた。

目　的
（何のために）

　小学校等の臨時休校等により新型コロナウイルス感染症の影響を受けた子育て世帯を支援する
ため。

対　象
（誰・何を対象に）

令和2年4月分（3月分を含む）の児童手当（本則給付）の受給者
（対象児童は令和2年3月31日までに生まれた児童であり、3月まで中学生だった児童を含む。）

事業内容
（手段、手法など）

　対象児童1人につき、1万円を各対象受給者に支給する。なお、公務員については児童手当は所
属庁が支給しているが、本給付金については申請に基づき居住市町村が支給する。

目指す成果
（期待される効果）

　対象児童一人当たり1万円を支給することで、小学校等の臨時休校等により新型コロナウイルス
感染症の影響を受けた子育て世帯への支援の一助となる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・時間外勤務手当、消耗品費、通信運搬費　　   349千円
・口座振替手数料等　                                    484千円
・特別給付金システム構築委託料　　　　　   1,650千円
・子育て世帯臨時特別給付金　　　　　　    74,430千円

一般財源

76,913 千円 76,913

⑤

成果・実績
　新型コロナウイルス感染症対策による臨時休校等で影響を受けた子育て世帯への経済的支援と
なった。

主要施策成果説明書該当ページ 144ページ

スケジュール
（実績）

R2.6

③ 公務員対象者の申請受付を開始した。 R2.6

④ 公務員対象者、一般対象者の追加対象者に支給した。 R2.7～R3.1

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 一般対象者に給付について、お知らせの通知をした。 R2.6

② 一般対象者に給付金を支給した。
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⑤

成果・実績
・幼保連携型の認定こども園が開設され、安心してこどもを産み、育てられるよう、保育ニーズ
に対応した子育て環境の整備を進めることができた。（1歳児10人・2歳児18人は新設）
・民間法人による運営において、延長保育の拡充等の保育サービスの充実が図られた。

主要施策成果説明書該当ページ 146ページ

スケジュール
（実績） ③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

①

②

一般財源

383,555 千円 174,072 94,719 114,764

民間法人による認定こども園たかはまこども園が開設され、運営が開始された。 R2.4

目指す成果
（期待される効果）

 ・安心してこどもを産み、育てられるような、保育ニーズに対応した子育て環境の整備が進む。
・民間法人の運営により、保育サービスの充実が図られる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・たかとりこども園（既設）　151,047千円
・翼幼保園（既設）　　　　　141,941千円
・たかはまこども園（新設）　  88,339千円
・市外施設（広域入所）　　　    2,228千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

・3歳未満児で待機児童が発生している。
・保育園は入園希望者が定員を上回っているが、公立幼稚園では定員割れが続いている。

目　的
（何のために）

・安心してこどもを産み、育てられるよう、保育ニーズに対応した子育て環境を整える。

対　象
（誰・何を対象に）

　就学前の児童及びその家族

事業内容
（手段、手法など）

・施設型給付施設である幼保連携型認定こども園の2園（翼幼保園、たかとりこども園）及び
　令和2年4月開所予定のたかはまこども園（幼保連携型認定こども園）の運営費となる施設
　型給付費を施設運営主体の法人に毎月給付する。
・公定価格－利用者負担額＝施設型給付費（給付額）
　※令和元年10月より3歳以上児及び住民税非課税世帯の3歳未満児の利用者負担額は無料

事 業 名 03保育園管理運営事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 03民生費 項

担当グループ こども未来部こども育成グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

02児童福祉費 目 02保育サービス費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.12

計　　画
事  業  名  等 保育園管理運営事業（施設型給付費）【継続】
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県支出金 地方債 その他 一般財源

404,386 千円 185,023 99,157

今 後 の 方 針 等

課　　題 　3歳未満児で待機児童が発生している。

今後の方針
　施設型給付施設である幼保連携型認定こども園の3園（翼幼保園、たかとりこども園、たかはまこ
ども園）の運営費となる施設型給付費を施設運営主体の法人に毎月給付するとともに更なる待機児童
対策を検討する。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

120,206

主
な
経
費

・施設型給付費　404,386千円
　（うち　翼幼保園分　146,017千円）
　（うち　たかとりこども園分　151,083千円）
　（うち　たかはまこども園分　104,838千円）
　（うち　市外施設（広域入所）2,448千円）

実施内容
（手段、手法など）

・施設型給付施設である幼保連携型認定こども園の3園（翼幼保園、たかとりこども園、たかはまこ
ども園）の運営費となる施設型給付費を施設運営主体の法人に毎月給付する。
・公定価格－利用者負担額＝施設型給付費（給付額）
　※令和元年10月より3歳以上児及び住民税非課税世帯の3歳未満児の利用者負担は無料
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03保育園管理運営事業

05家庭的保育推進事業

09児童センター事業

10放課後児童健全育成事業

03幼稚園維持管理事業

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.13

計　　画

事  業  名  等
保育園管理運営事業、家庭的保育推進事業、児童センター事業、放課後児童健全育成事
業、幼稚園維持管理事業（消耗品費等）【新規】

担当グループ こども未来部こども育成グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

  02保育サービス費

会計 一般会計 款
03民生費

10教育費

項
  02児童福祉費

  04幼稚園費

目   03家庭支援費

  01幼児教育費

予  算  区  分

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

事業名

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　国の補正予算による「新型コロナウイルス感染症対策」を受け、本市においても感染拡大を防
止するための衛生用品や備品の購入等に対する支援を行い、継続的な事業実施に向けた環境整備
を図る必要があるため。

目　的
（何のために）

　児童福祉施設及び教育施設での感染拡大の防止による継続的な事業実施に向けた環境整備を図
る必要があるため。

対　象
（誰・何を対象に）

　児童福祉施設、子育て支援事業及び教育施設の事業実施者

事業内容
（手段、手法など）

・公立施設（保育所、児童センター、児童クラブ、幼稚園）
　感染拡大を防止するための衛生用品を購入する。
・私立施設（保育所、認定こども園、子育て支援センター、一時保育事業、家庭的保育事業、
　児童センター、児童クラブ）
　感染拡大を防止するための衛生用品や備品の購入等に対する費用の補助をする。

目指す成果
（期待される効果）

　児童福祉施設及び教育施設での感染拡大の防止による継続的な事業実施に向けた環境整備を図
る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・保育園管理運営事業：6,519千円
・家庭的保育推進事業：505千円
・児童センター事業：1,988千円
・放課後児童健全育成事業：2,521千円
・幼稚園維持管理事業：1,000千円

一般財源

12,533 千円 12,518 15

148・150・155・156ページ

⑤ 支出実績額を基に県に補助金実績報告を提出した。 R3.4

成果・実績
　衛生用品や備品を購入してもらうことによって、新型コロナウイルス感染症拡大防止による継
続的な事業実施に向けた環境整備を図ることができた。

主要施策成果説明書該当ページ

スケジュール
（実績）

R2.10

③ 事業実施者からの変更交付申請に基づき補助金変更交付決定をした。 R3.2

④ 支出実績額を基に県に補助金変更交付申請を提出した。 R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 支出予定額を基に県に補助金交付申請を提出した。 R2.9

② 事業実施者からの交付申請に基づき補助金交付決定をした。
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⑤

成果・実績 　給付金を支給したことにより、ひとり親世帯への経済的な支援の一助となった。

主要施策成果説明書該当ページ 161ページ

スケジュール
（実績） ③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 対象者に給付金を給付した。 R2.7

②

一般財源

3,150 千円 3,150

目指す成果
（期待される効果）

　児童扶養手当受給者へ1万円を支給することで、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う、ひとり
親世帯への経済的な支援の一助となる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・児童扶養手当臨時特別給付金315名分　　　3,150千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響による、ひとり親世帯の生活の安定を図るため、児童扶
養手当受給者を対象に、臨時特別給付金を支給する必要がある。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルス感染症拡大による経済的な影響から、ひとり親世帯の生活の安定を図るた
め。

対　象
（誰・何を対象に）

　令和2年5月分または6月分の児童扶養手当の受給資格者

事業内容
（手段、手法など）

　市内の令和2年5月分または6月分の児童扶養手当受給者約320人に対し、7月10日の児童扶養
手当の支給額に1万円を上乗せして支給する。
　なお、7月10日の未支給者に対しては次回の児童扶養手当支給日に支給する。

事 業 名 18児童扶養手当臨時特別給付金支給事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 03民生費 項

担当グループ 福祉部介護障がいグループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

02児童福祉費 目 03家庭支援費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.14

計　　画
事  業  名  等 児童扶養手当臨時特別給付金支給事業【新規】
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.15

計　　画
事  業  名  等 ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業【新規】

担当グループ 福祉部介護障がいグループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

02児童福祉費 目 03家庭支援費

事 業 名 19ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 03民生費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症の影響により、子育てと仕事を一人で担うひとり親世帯に対し、子
育て負担の増加や収入の減少に対する支援を行うため、臨時特別給付金を支給する必要がある。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルス感染症拡大による経済的な影響から、ひとり親世帯の生活の安定を図るた
め。

対　象
（誰・何を対象に）

① 令和２年６月分の児童扶養手当の受給資格者
② 公的年金給付等を受けていることにより児童扶養手当の支給を受けていない方
③ 新型コロナウイルス感染症の影響を受け、直近の収入が児童扶養手当の対象となる水準に下
　 がった方
④ ①②の対象者のうち、現況確認時に新型コロナウイルス感染症の影響を受け、直近の収入が
　 減少しているとの申し出があった方

事業内容
（手段、手法など）

【児童扶養手当受給世帯等への給付】
　①の対象者に対し、１世帯５万円、第２子以降１人につき３万円を支給する。
　②③の対象者に対し、申請を受け付け、１世帯５万円、第２子以降１人につき３万円を支給
　する。
【収入が減少した児童扶養手当受給世帯等への給付】
　④の対象者に対し、現況確認時に新型コロナウイルス感染症の影響を受け、直近の収入が減
　少しているとの申し出があった方に対し、１世帯５万円を追加で支給する。
【児童扶養手当受給世帯等への再給付】
　①～③の対象者に対し、同額分を再支給する。（申請不要）

目指す成果
（期待される効果）

　児童扶養手当受給者等へ臨時特別給付金を支給することで、新型コロナウイルス感染症拡大に
伴う、ひとり親世帯への経済的な支援の一助となる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・ひとり親世帯臨時特別給付金事業費　61,840千円
・ひとり親世帯臨時特別給付金事務費     2,166千円

一般財源

64,006 千円 64,006

⑤

成果・実績 　給付金を支給したことにより、ひとり親世帯への経済的な支援の一助となった。

主要施策成果説明書該当ページ 161ページ

スケジュール
（実績）

R2.8～R3.3

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 給付金対象となる世帯を抽出し案内を送付した。 R2.8/R2.12

② 給付金を対象者に支給した。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.16

計　　画
事  業  名  等  新型コロナウイルス感染症対策推進事業（新型コロナウイルス感染拡大防止等支援補助金）【新規】

担当グループ 福祉部健康推進グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ いつも笑顔で健やかに
　 つながり100倍ひろげよう

個別
目標

（１１）一人ひとりの元気と健康づくりを
            応援します

01保健衛生費 目 01保健衛生総務費

事 業 名 04新型コロナウイルス感染症対策推進事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 04衛生費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症と季節性インフルエンザの同時流行が懸念される中、院内等での感
染拡大を防ぎながら、地域の中で継続して医療が提供されることが求められる。

目　的
（何のために）

　地域で求められる医療を確保するため、医療機関が行う新型コロナウイルス感染症拡大防止の
取組を支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

   医療機関（病院、診療所、歯科診療所、薬局）

事業内容
（手段、手法など）

１　医療機関が行う感染拡大防止対策や診療体制確保に要する費用に対し、補助金を交付する
（１）補助基本額　
　　　1医療機関当たり　10万円
（２）補助加算額
　　　県との集合契約により新型コロナウイルス感染症の検査を実施する医療機関及び県が指定
した
　　診療・検査医療機関
　　　1医療機関当たり　100万円
２　オゾン発生器及び備蓄用マスクの購入

目指す成果
（期待される効果）

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び季節性インフルエンザとの同時流行を防ぎ、地域で
求められる医療を確保する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・新型コロナウイルス感染拡大防止等支援補助金　14,593千円

一般財源

14,593 千円 14,592 1

⑤

成果・実績
　新型コロナウイルス感染症の疑い患者とその他の患者が混在しないよう動線を分けるなど、
個々の医療機関等の状況に応じて、院内・薬局内での感染拡大防止に向けた必要な対策を行うこ
とにより、医療体制を継続することができた。

主要施策成果説明書該当ページ 165ページ

スケジュール
（実績）

R2.11～R3.3

③ 実績報告を受けて、補助金を交付した。 R2.11～R3.3

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 対象となる病院・診療所・薬局へ申請書類を送付し、周知した。 R2.11

② 申請を受付し、交付決定を行った。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.17

計　　画
事  業  名  等 新型コロナウイルス感染症対策推進事業（接種支援業務委託）【新規】

担当グループ 福祉部健康推進グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅳ いつも笑顔で健やかに
　 つながり100倍ひろげよう

個別
目標

（１１）一人ひとりの元気と健康づくりを
            応援します

01保健衛生費 目 01保健衛生総務費

事 業 名 04新型コロナウイルス感染症対策推進事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 04衛生費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症のワクチンが薬事承認された後、速やかに市民への接種が開始でき
るよう準備を進める必要がある。

目　的
（何のために）

　多くの市民にワクチン接種を受けていただくことで、市内における感染拡大を予防する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民及び医療従事者

事業内容
（手段、手法など）

　接種支援業務委託料
　・市民からの相談や集団接種の受付事務等を行うコールセンターの委託料

目指す成果
（期待される効果）

　感染リスクの高い医療従事者への優先接種を実施するとともに、より多くの市民にワクチン接
種を受けていただくことで、新型コロナウイルスの感染症拡大を防止する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・接種支援業務委託料　2,387千円

一般財源

2,387 千円 2,387

成果・実績 　新型コロナワクチン接種の円滑な実施に向けて、必要な体制を整備した。

主要施策成果説明書該当ページ 164ページ

スケジュール
（実績）

R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 新型コロナワクチンコールセンターを開設した。 R3.3

② 新型コロナワクチン接種に関する問い合わせに対応した。
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今 後 の 方 針 等

課　　題
　ワクチンの流通が不透明な中、全ての接種希望者がワクチンを接種できるよう、体制を整える必要
がある。

今後の方針
　接種を希望する市民に順次ワクチン接種を受けていただくことで、新型コロナウイルス感染症の感
染拡大を防止する。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

240

主
な
経
費

・需用費　　 3,109千円
・役務費　　 4,892千円
・委託料　285,593千円

実施内容
（手段、手法など）

　接種券の発送及びワクチン接種を実施するとともに、接種医療機関への支援を行う。

県支出金 地方債 その他 一般財源

293,834 千円 293,594
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⑤

成果・実績
　電子母子健康手帳アプリを利用することで、子どもの発育や健診結果と予防接種履歴が確認で
き、加えて育児情報を得られ、育児不安が軽減する。

主要施策成果説明書該当ページ —

スケジュール
（実績）

R2.8

③ アプリから新型コロナウイルス感染症対策や子育ての情報を発信した。 R2.9～R3.3

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 母子健康手帳交付や乳幼児健診、乳児全戸訪問の時にチラシを配布し、アプリの説明を行った。 R2.7～R3.3

② アプリの利用を開始し、ホームページや広報での周知を行った。

一般財源

165 千円 165

目指す成果
（期待される効果）

　子どもの身長や体重を始めとした健診結果や予防接種履歴が一目で確認できるようになるとと
もに、外国籍児の保護者が母国語で子どもの記録を確認することで、発育等への不安の解消を図
る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・電子母子健康手帳アプリケーションシステム使用料　165千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　スマートフォン（スマホ）をお持ちの方が増え、身近な情報ツールとして定着しており、電子
母子健康手帳アプリを活用し、紙ベースの母子健康手帳を補完する形での子育て支援策を実施す
る。

目　的
（何のために）

 ・保護者が健診や子育ての記録を電子データとして保管することで、いつでも子どもの成長記録
 　をスマホで確認できるようにする。

 ・保護者が予防接種のスケジュールや接種履歴を確認できるようにする。
・外国籍の保護者が、母国語で子どもの記録を確認できるようにする。

対　象
（誰・何を対象に）

　母子健康手帳の所持者やその家族

事業内容
（手段、手法など）

　スマホに入れた電子母子健康手帳アプリに子どもの成長を入力することで、現行の母子健康手
帳と併用することができる。また、スマホを通して子どもの成長記録や予防接種履歴を確認でき
るようにする。

事 業 名 02母子保健事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 04衛生費 項

担当グループ 福祉部健康推進グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

01保健衛生費 目 02保健・予防費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.18

計　　画
事  業  名  等 母子保健事業（電子母子健康手帳アプリケーションシステム使用料）【新規】
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県支出金 地方債 その他 一般財源

660 千円

今 後 の 方 針 等

課　　題
・保護者の不安が軽減できるよう子どもの順調な発育状況を確認できるようにする必要がある。
・外国籍児の保護者が、母国語で子育ての情報を確認できるようにする必要がある。

今後の方針
・母子健康手帳交付や乳幼児健診、乳児全戸訪問での電子母子健康手帳アプリの周知に努める。
・アプリから新型コロナウイルス感染症対策や子育ての最新情報の発信に努める。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

660

主
な
経
費

・電子母子健康手帳アプリケーションシステム使用料660千円

実施内容
（手段、手法など）

・スマホに入れた電子母子健康手帳アプリに子どもの成長を入力することで、現行の母子健康手帳と
併用することができる。
・スマホを通して子どもの成長記録や予防接種履歴を確認できる。
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⑤

成果・実績
　環セ100　10,736千円（交付件数16件） 
　環セ80  　13,19４千円（交付件数18件）

主要施策成果説明書該当ページ 200ページ

スケジュール
（実績）

R2.4～R3.3

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 交付申請の受付を行った。 R2.4～R3.3

② 補助金の交付を行った。

一般財源

29,665 千円 23,930 5,735

目指す成果
（期待される効果）

　新型コロナウイルス感染症対策の影響を受けた中小企業者の資金調達を支援することにより、
中小企業の経営安定化につながる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・高浜市信用保証料補助金　29,665千円（交付件数80件）
　内、環セ100　10,736千円（交付件数16件）
　  　 環セ80  　13,194千円（交付件数18件）

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　愛知県経済環境適応資金融資制度のうち、新型コロナウイルス感染症に起因する「セーフティ
ネット保証4号」（「環セ100」）及び「セーフティネット保証5号」（「環セ80」）による信
用保証付き借入融資実行を行った市内の中小企業者や小規模事業者に対する信用保証料につい
て、補助支援を拡充する。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルス感染症対策の影響を受けた中小企業者や小規模事業者の資金繰り支援のた
め。

対　象
（誰・何を対象に）

　新型コロナウイルス感染症対策の影響を受ける事業者

事業内容
（手段、手法など）

・金融機関からの融資完了後15日以内に信用保証料補助金交付申請書に必要な書類を添付し、提
出する。
・補助金の交付決定後、信用保証料補助金交付請求書を提出する。　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・新型コロナウイルス感染症影
響分については、1年度あたり最大100万円まで補助する。

事 業 名 01中小企業支援事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 07商工費 項

担当グループ 市民部経済環境グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
 　やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（６）産業を活性化して、
　　　まちを元気にします

01商工費 目 02商工業振興費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.19

計　　画
事  業  名  等 中小企業支援事業（高浜市信用保証料補助金）【継続】
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県支出金 地方債 その他 一般財源

10,500 千円

今 後 の 方 針 等

課　　題
　新型コロナウイルス感染症の拡大が長期化し、経済活動が停滞する中で、市内の中小企業や小規模
事業者をしっかりと支援する必要がある。

今後の方針
　中小企業を取り巻く環境は依然として厳しく、今後も地域経済を下支えしていただくため、本事業
を継続して地元中小企業の支援を図る。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

10,500

主
な
経
費

・高浜市信用保証料補助金　10,500千円

実施内容
（手段、手法など）

・金融機関からの融資完了後15日以内に信用保証料補助金交付申請書に必要な書類を添付し、提出
する。
・補助金の交付決定後、信用保証料補助金交付請求書を提出する。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・新型コロナウイルス感染症影響分につ
いては、1年度あたり最大100万円まで補助する。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.20

計　　画
事  業  名  等 経営近代化支援事業（プレミアム商品券事業費補助金）【新規】

担当グループ 市民部経済環境グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
　 やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（６）産業を活性化して、
　　　まちを元気にします

01商工費 目 02商工業振興費

事 業 名 04経営近代化支援事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 07商工費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症対策の影響により市内事業者の売り上げが落ち込んでいるため、市
内事業者の経営の早期回復が必要となる。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルス感染症対策の影響により売り上げが落ち込んだ市内事業者の経営早期回復
 を支援する。

　また、商品券引換券を郵送し、市民の利便性も図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内で営業する事業者、市民

事業内容
（手段、手法など）

・プレミアム率100％で購入金額1冊3,000円（500円券×12枚）の商品券を作成
・全世帯が購入できるよう、21,000冊販売

目指す成果
（期待される効果）

　市内事業者は、売り上げの増加及び商品券を利用する新規の来客が望め、新しい顧客獲得につ
ながる。
　購入希望の市民にとっては、1冊3,000円で購入し、6,000円分の買い物ができ、新たな市内
店舗の発見にもつながる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・プレミアム商品券事業費補助金　68,022千円（補助金交付先：高浜市商工会）

一般財源

68,022 千円 54,021 14,000 1

⑤

成果・実績
・市内142店舗の取扱店のうち、112店舗において、商品券の利用実績があった。
・大手スーパーだけでなく、地元の小売店舗においても、多くの商品券の利用があった。
・事業終了後のアンケート調査では、売り上げが増加したと回答した店舗が約3割であった。

主要施策成果説明書該当ページ 201ページ

スケジュール
（実績）

R2.9～R2.11

③ プレミアム商品券を販売した。（２回目） R2.11

④ 使用期間を設定した。（２回目） R2.11

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① プレミアム商品券を販売した。（1回目） R2.9

② 使用期間を設定した。（1回目）
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.21

計　　画
事  業  名  等 新型コロナウイルス感染症対策企業支援事業【新規】

担当グループ 市民部経済環境グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
　 やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（６）産業を活性化して、
　　　まちを元気にします

01商工費 目 02商工業振興費

事 業 名 12新型コロナウイルス感染症対策企業支援事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 07商工費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　愛知県の「新型コロナウイルス感染症対策に係る休業協力要請及び休業要請」に対し、協力金
の交付を実施する。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、愛知県の休業協力要請に応じて、当該休業協力要請
期間に休業又は営業時間短縮を実施した中小企業者等に対し、協力金を交付する。

対　象
（誰・何を対象に）

　本市対象見込数
　（A）休業協力又は休業要請の対象業種中小企業者等数：271件
　（B）理美容業　　　　　　　　　　　　　　　　　　：  65件

事業内容
（手段、手法など）

・休業、営業時間短縮の要請期間（基本ベース）
　（A）令和2年4月17日（金）～ 令和2年5月6日（水）
　（B）令和2年4月24日（金）～ 令和2年5月6日（水）
・要請期間をすべて協力した対象中小企業者等の申請により、協力金の交付を決定する。
・協力金
　（A）50万円／1中小企業者等（県：1／2補助）
　（B）10万円／1理美容業者（市単独事業）

目指す成果
（期待される効果）

　協力金を交付することにより、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を抑止する一助となる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

（A）愛知県・高浜市新型コロナウイルス感染症対策協力金
　　　・補助金　88,500千円（交付件数177件）
　　　・需用費　　　 17千円（消耗品費）
　　　・役務費　　　 44千円（通信運搬費、口座振込手数料、新聞折込手数料）
　　　・委託料　 　 125千円（協力金交付支援業務委託料）　
（B）高浜市新型コロナウイルス感染症対策理容業・美容業休業協力金
　　　・補助金　  3,700千円（交付件数37件）

一般財源

92,386 千円 48,043 44,342 1

成果・実績
　補助金交付金額
（A）88,500千円（交付件数177件）
（B）  3,700千円（交付件数37件）

主要施策成果説明書該当ページ 204ページ

スケジュール
（実績）

R2.5～R2.7

① （B）申請の受付を行った。 R2.7～R2.10

② （B）協力金の交付を行った。 R2.7～R2.10

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① （A）申請の受付を行った。 R2.5～R2.6

② （A）協力金の交付を行った。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.22

計　　画
事  業  名  等  新型コロナウイルス感染症対策企業支援事業（新型コロナウイルス感染症対策物品等購入費補助金）【新規】

担当グループ 市民部経済環境グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
    やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（６）産業を活性化して、
         まちを元気にします

01商工費 目 02商工業振興費

事 業 名 12新型コロナウイルス感染症対策企業支援事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 07商工費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症の流行が収束しない中で、市民の皆さんの生命と健康を守り、活力
ある社会経済活動を維持するため、市内事業者に対して感染防止対策の実施を求める必要があ
る。

目　的
（何のために）

　新型コロナウイルスの感染リスクが高く、感染拡大の原因となる可能性が高い店舗・施設や市
民の皆さんの社会生活を維持するうえで、必要な「生活必需物資」を販売している店舗・施設及
び医療施設が実施する新型コロナウイルス感染拡大防止の取組を支援する。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内事業者（商業施設、食事提供施設、生活必需物資販売施設、医療施設等）

事業内容
（手段、手法など）

　令和2年4月1日以降、新型コロナウイルス感染症拡大防止のために購入した物品の購入金額の
2分の1、上限10万円を補助する。

目指す成果
（期待される効果）

　新型コロナウイルスの感染拡大を防止するとともに、活力ある社会経済活動を維持する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・補助金　　1,913千円（交付件数31件）
・役務費　　　 　3千円（口座振込手数料）

一般財源

1,916 千円 1,916

⑤

成果・実績 　補助金交付金額　1,913千円（交付件数31件）

主要施策成果説明書該当ページ 204ページ

スケジュール
（実績）

R2.11～R3.1

③ 補助金の交付を行った。 R2.12～R3.2

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 物品購入対象期間を設定した。 R2.4～R3.1

② 申請の受付を行った。
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⑤

成果・実績
　市内在住の自家用車を所有する高齢者３２名に対して安全運転支援装置の設置の補助を行い、
交通事故件数減少の一助となった。

主要施策成果説明書該当ページ 227ページ

スケジュール
（実績）

R2.4～R3.3

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 市のホームページ、回覧及び高齢者が参加するいきいきクラブ連合会の会議で補助制度の周知を図った。 R2.4～R3.3

② 安全運転支援装置を設置した高齢者に補助金を交付した。

一般財源

1,132 千円 401 731

目指す成果
（期待される効果）

　高齢ドライバーの安全運転環境が整備され、交通事故防止及び交通事故発生件数の減少に繋が
る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・高齢者後付安全運転支援装置設置費補助金　障害物検知機能有り　25件　957千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　障害物検知機能無し     7件　175千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　高齢ドライバーによる交通事故が全国各地で発生している。関係機関と連携し運転免許証の自
主返納を促す啓発活動等を推進する一方で、自分は大丈夫と思っている高齢者も多いのが実情で
ある。超高齢化社会を迎え、今後も高齢ドライバーの増加が見込まれる中、悲惨な交通事故を防
ぐためにも、運転マナーの向上に加え、安全運転支援装置の設置などのハード対策も推進し、よ
り安全に運転できる環境を整備していく必要がある。

目　的
（何のために）

　高齢者への交通安全対策の一つとして、安全運転支援装置の普及を図り、高齢ドライバーへの
安全運転環境を整備することで、交通事故防止及び交通事故発生件数を減少させるため。

対　象
（誰・何を対象に）

　満65歳以上の市民（運転免許証保有者）

事業内容
（手段、手法など）

　満65歳以上のドライバー名義の自家用車に後付安全運転支援装置を設置する際に設置費の一部
を補助する。
　①補助率：4／5
　②補助限度額：最大6万円
　③補助対象装置：国が実施する先行個別認定を受けた後付安全運転支援装置
　④補助事業実施期間：令和2年4月～令和3年3月

事 業 名 01交通安全指導啓発事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 08土木費 項

担当グループ 都市政策部防災防犯グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅲ 明日を生み出すエネルギー
　 やる気を活かせるまちをつくろう

個別
目標

（９）安全・安心が実感できる
　　　まちづくりを進めます

08交通安全対策費 目 02交通安全啓発費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.23

計　　画
事  業  名  等 交通安全指導啓発事業（高齢者後付安全運転支援装置設置費補助金）【新規】
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県支出金 地方債 その他 一般財源

1,430 千円 560

今 後 の 方 針 等

課　　題
　令和２年の交通事故死傷者数は増加しているため、引き続き高齢者が事故の加害者にならないよう
に、安全運転支援装置の普及を図る必要がある。

今後の方針
　市のホームページによる周知に加え、高齢者の行事等にチラシを用いた周知を行い、申請件数の増
加に努める。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

870

主
な
経
費

・安全運転支援装置を設置した高齢者への補助金交付

実施内容
（手段、手法など）

　令和３年度末時点で、65歳以上となるドライバーの自家用車に対し、後付安全運転支援装置を設
置する際の設置費の一部を補助する。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.24

計　　画
事  業  名  等 児童生徒健全育成事業（スクールソーシャルワーカー謝礼）【新規】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
 　豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

01教育総務費 目 03教育指導費

事 業 名 03児童生徒健全育成事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　いじめ、不登校、暴力行為、児童虐待など生徒指導上の課題に対応するため、教育分野に関す
る知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識・技術を用いて、児童生徒の置かれた様々な環境に
働き掛けて支援を行う、スクールソーシャルワーカーを教育委員会・学校等に配置し、教育相談
体制を整備する。

目　的
（何のために）

　スクールソーシャルワーカーを教育委員会・学校等に配置し、問題を抱える児童生徒が置かれ
た環境への働き掛け、関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整、学校内におけるチーム
体制の構築、支援、保護者・教職員等に対する支援・相談・情報提供、教職員等への研修活動を
実施するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　市内小中学校の児童・生徒

事業内容
（手段、手法など）

　①問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け
　②関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整
　③学校内におけるチーム体制の構築、支援
　④保護者・教職員等に対する支援・相談・情報提供
　⑤教職員等への研修活動

目指す成果
（期待される効果）

 ・スクールソーシャルワーカーを設置することで、家庭・学校・地域など子どもが置かれた環境
 　の問題に働きかけ、改善することができるようになる。

 ・スクールソーシャルワーカー設置事業を実施することで、関係機関（福祉・児童相談センター
　・学校など）と連携・調整し、効果的な解決を図ることができるようになる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・スクールソーシャルワーカー謝礼　2,406千円

一般財源

2,406 千円 800 1,606

⑤ 教職員等への研修活動を行った。 R2.4～R3.3

成果・実績

　コーディネート機能を有したスクールソーシャルワーカーが学校と家庭の橋渡し的な役割を果
たし、これまでの学校による児童・生徒への直接的な支援だけでなく、家庭の抱える様々な課題
についてまで、支援を広げることができた。スクールソーシャルワーカーの訪問活動回数は、学
校へ104回、家庭へ87回、適応指導教室へ81回、その他関係機関へ14回であり、合計で286
回の訪問活動を行ってきた。

主要施策成果説明書該当ページ 233ページ

スケジュール
（実績）

R2.4～R3.3

③ 学校内におけるチーム体制の構築、支援を行った。 R2.4～R3.3

④ 保護者、教職員等に対する支援・相談・情報提供を行った。 R2.4～R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛けを行った。 R2.4～R3.3

② 関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整を行った。
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今 後 の 方 針 等

課　　題
　スクールソーシャルワーカーや他の関係協力機関等が設置された経緯や役割について、学校や教
職員の理解が不十分な面がある。さらなる協働を推進するため、学校現場に十分な周知を徹底し、
理解を浸透させていく必要がある。

今後の方針

　スクールソーシャルワーカー配置の経緯や役割等についての教員の理解を深めていく。引き続き
スクールソーシャルワーカーの専門的な見解を児童・生徒への支援に役立てていくことで、学校で
は認識できていない社会資源を活用していくとともに、スクールソーシャルワーカーが学校と他機
関との連携調整機能を果たすことができるようにしていく。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

1,606

主
な
経
費

・スクールソーシャルワーカー謝礼　2,406千円

実施内容
（手段、手法など）

　①問題を抱える児童生徒が置かれた環境への働き掛け
　②関係機関等とのネットワークの構築、連携・調整
　③学校内におけるチーム体制の構築、支援
　④保護者・教職員等に対する支援・相談・情報提供
　⑤教職員等への研修活動

県支出金 地方債 その他 一般財源

2,406 千円 800

-67-



主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.25

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業（高取小学校大規模改造事業実施設計等業務委託）【継続】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費 目 01学校管理費

事 業 名 01小学校維持管理事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　高取小学校は、南校舎が築53年、北校舎が築43年と老朽化が進んでおり、今後も厳しい財政
状況が予想される中では、効果的・効率的に長寿命化対策を行い、校舎を長く使っていくことが
欠かせない。

目　的
（何のために）

　高取小学校を将来にわたって長く使い続けるための大規模改造工事に向けた実施設計等を行う
ため。

対　象
（誰・何を対象に）

　高取小学校校舎等

事業内容
（手段、手法など）

　高取小学校の大規模改造に向けた実施設計を行う。
　　・経年による外壁等の劣化の改修
　　・水道、電気、ガス管等のライフラインの更新
　　・建物の機能や性能を向上させるもの
　　・学校現場との協議等

　【設計～工事スケジュール】
　　　令和元～3年度：設計業務・交付金申請、令和4～6年度：大規模改造工事

目指す成果
（期待される効果）

　物理的な不具合を直すとともに、建物の機能や性能を現在の学校が求められている水準まで引
き上げる大規模改造につなげ、学校施設の長寿命化を図る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・高取小学校大規模改造事業実施設計等業務委託料　26,040千円

一般財源

26,040 千円 26,000 40

⑤

成果・実績
　令和4年度からの大規模改造事業に向けて、基本設計業務を完了し、実施設計業務に着手するな
ど、工事に向けた準備を進めることが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ 236ページ

スケジュール
（実績）

R2.11

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 大規模改造の基本方針を決定し、基本設計業務を完了した。 R2.4～R2.10

② 実施設計業務に着手した。

-68-



今 後 の 方 針 等

課　　題
　令和4年度からの大規模改修工事に向けて最大限補助金が交付されるように着実に準備を進める必
要がある。

今後の方針
　令和4年度からの工事に向けて、令和4年度建築計画を提出し、実施設計業務及び建築確認申請等
の手続きを実施する。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

26,919

主
な
経
費

・高取小学校大規模改造事業実施設計等業務委託料　26,919千円

実施内容
（手段、手法など）

・令和４年度建築計画を提出する。
・実施設計業務、設計図書の作成及び建築確認済申請等の手続きを実施する。

県支出金 地方債 その他 一般財源

26,919 千円
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⑤

成果・実績 　令和5年度からの大規模改造事業に向けて、基本設計等業務を予定通り進めることが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ 236ページ

スケジュール
（実績）

R3.3

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 入札・設計業務委託契約を締結した。 R2.4

② 大規模改造の基本方針を決定し、基本設計業務を完了した。

一般財源

14,861 千円 14,800 61

目指す成果
（期待される効果）

　物理的な不具合を直すとともに、建物の機能や性能を現在の学校が求められている水準まで引
き上げる大規模改造につなげ、学校施設の長寿命化を図る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・吉浜小学校大規模改造事業実施設計等業務委託料　14,861千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　吉浜小学校は、建築後49年が経過し、老朽化が進んでおり、今後も厳しい財政状況が予想され
る中では、効果的・効率的に長寿命化対策を行い、校舎を長く使っていくことが欠かせない。

目　的
（何のために）

　吉浜小学校を将来にわたって長く使い続けるための大規模改造工事に向けた実施設計等を行う
ため。

対　象
（誰・何を対象に）

　吉浜小学校校舎等

事業内容
（手段、手法など）

　吉浜小学校の大規模改造に向けた実施設計を行う。
　　・経年による外壁等の劣化の改修
　　・水道、電気、ガス管等のライフラインの更新
　　・建物の機能や性能を向上させるもの
　　・学校現場との協議等

　【設計～工事スケジュール】
　　　令和2～3年度：設計業務、令和4年度：交付金申請、令和5～6年度：大規模改造工事

事 業 名 01小学校維持管理事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費 目 01学校管理費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.26

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業（吉浜小学校大規模改造事業実施設計等業務委託）【新規】
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県支出金 地方債 その他 一般財源

37,477 千円

今 後 の 方 針 等

課　　題 　令和5年度からの工事に向けて着実に準備を進める必要がある。

今後の方針 　令和5年度からの工事に向けて、実施設計業務及び建築確認申等の手続きを実施する。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

37,477

主
な
経
費

・吉浜小学校大規模改造事業実施設計等業務委託料　37,477千円

実施内容
（手段、手法など）

　実施設計業務、設計図書の作成及び建築確認済申請等の手続きを実施する。
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.27

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業（港小学校校舎増築工事実施設計業務委託）【新規】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費 目 01学校管理費

事 業 名 0１小学校維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　現在、港小学校は空き教室が全く無い状況であるが、令和2年6月の教育支援委員会において、
小学校入学後に支援が必要と思われる年長児の概要が示され、令和3年度に特別支援学級の児童数
が増加し、特別支援教室が不足する見込みとなった。また、これまで普通教室確保のために廃止
された多目的教室の不足、放送室を間借りしている通級指導教室のスペース確保及び普通教室を
分割して使用し手狭となっている特別支援教室のスペース拡大が課題となっていた。

目　的
（何のために）

　特別支援学級児童数の増加による特別支援教室の不足を解消すること及び多目的教室と通級指
導教室の不足を解消するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　港小学校の児童

事業内容
（手段、手法など）

　特別教室（少人数指導教室2教室、通級指導教室1教室）及び多目的教室を含めた4教室を校舎
西側の渡り廊下南側に軽量鉄骨造2階建てで増築するための実施設計業務を実施する。

目指す成果
（期待される効果）

　学校の教育環境が向上する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・港小学校校舎増築工事実施設計業務委託料　7,700千円

一般財源

7,700 千円 7,700

⑤ 建築確認申請手続きを実施した。 R2.12～R3.1

成果・実績 　令和3年10月供用開始に向けて、設計業務及び建築確認申請手続きを完了することが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ 236ページ

スケジュール
（実績）

R2.9

③ 実施設計を実施した。 R2.9～R2.11

④ 工事費積算を実施した。 R2.10～R2.11

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 入札・委託業務契約を締結した。 R2.8

② 現地調査を実施した。
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⑤

成果・実績
　校舎増築工事のために延焼ラインに係る現校舎の開口部を防火仕様に変更した。本工事によ
り、校舎増築工事が円滑に短期間で実施できる。

主要施策成果説明書該当ページ 237ページ

スケジュール
（実績）

R2.11～R3.3

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 工事入札・工事請負契約を締結した。 R2.11

② 建具等改修工事が完了した。

一般財源

14,608 千円 14,600 8

目指す成果
（期待される効果）

　学校の教育環境が向上する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・港小学校建具等改修工事費　14,608千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　現在、港小学校は空き教室が全く無い状況であるが、令和2年6月の教育支援委員会において、
小学校入学後に支援が必要と思われる年長児の概要が示され、令和3年度に特別支援学級の児童数
が増加し、特別支援教室が不足する見込みとなった。また、これまで普通教室確保のために廃止
された多目的教室の不足、放送室を間借りしている通級指導教室のスペース確保及び普通教室を
分割して使用し手狭となっている特別支援教室のスペース拡大が課題となっていた。

目　的
（何のために）

　特別支援学級児童数の増加による特別支援教室の不足を解消すること及び多目的教室と通級指
導教室の不足を解消するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　港小学校の児童

事業内容
（手段、手法など）

　特別教室及び多目的教室を含めた4教室を校舎西側の渡り廊下南側へ増築するに当たり、早期に
工事を進める必要がある。工事を実施するためには、隣接する校舎の開口部の建具等を防火対策
する必要があるため改修工事を実施する。

事 業 名 0１小学校維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費 目 01学校管理費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.28

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業（港小学校建具等改修工事）【新規】
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⑤

成果・実績 　令和3年4月からの全面供用開始に向けて、建設工事を予定通り進めることが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ 242ページ

スケジュール
（実績）

R2.10

③ 三期工事（体育館解体・駐車場等）が竣工した。 R3.3

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 二期工事（体育館・サブアリーナ・児童センター）が竣工した。 R2.10

② 体育館への引越しが完了した。

一般財源

1,516,579 千円 109,425 1,192,100 133,300 81,754

目指す成果
（期待される効果）

　多様な利活用が可能な学校施設へと転換することで、新たな学びの場の創出につながってい
る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・高浜小学校等整備費（ＰＦＩ事業）　1,477,027千円
・高浜小学校等維持管理業務委託料　21,854千円
・高浜小学校等整備事業建設・維持管理モニタリング業務委託料　17,270千円
・高浜小学校引越業務委託料　428千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

◇本事業が公共施設のあり方のモデルとなるよう、学校を核として他の公共施設の複合化・集約
化を進める必要がある。

目　的
（何のために）

 ★将来の公共施設の更新や大規模改修に必要な費用を把握し、長寿命化や施設機能の集約等に
 　より、サービス水準を低下させずに、公共施設の総量を圧縮するため。

 ★高浜小学校を多様な学習環境への対応や、地域での多目的活用を含めた変化へ柔軟に対応で
　きる学校施設に整備するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　児童・市民

事業内容
（手段、手法など）

 【事業内容】
 ◆二期工事（体育館・サブアリーナ・児童センターの工事）

 ◆三期工事（駐車場の整備）
 ◆事業者と工事に係る調整・協議を行う。

 ◆実施設計に基づく備品・配置等を学校と調整を行う。

事 業 名 01高浜小学校等整備事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費 目 03学校建設費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.29

計　　画
事  業  名  等 高浜小学校等整備事業（高浜小学校等整備費（ＰＦＩ事業）等）【継続】
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県支出金 地方債 その他 一般財源

104,808 千円

今 後 の 方 針 等

課　　題 　高浜小学校等整備事業の維持管理業務を適切に実施する必要がある。

今後の方針 　維持管理業務を適切に実施し、必要に応じて、物価変動による維持管理費の改定を実施する。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

104,808

主
な
経
費

　高浜小学校等整備費（ＰＦＩ事業）　78,084千円
　高浜小学校等維持管理業務委託料　22,148千円
　高浜小学校等整備事業維持管理モニタリング業務委託料　4,576千円

実施内容
（手段、手法など）

　設計及び建設・工事監理業務に係る割賦金を支払うとともに、維持管理業務を適切に実施する。
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⑤

成果・実績 　港小学校・高浜中学校・南中学校のトイレ改修工事に向けた設計業務を完了した。

主要施策成果説明書該当ページ 236・244ページ

スケジュール
（実績）

R2.7

③ 基本設計・実施設計を実施した。 R2.6～R3.2

④ 工事費積算を実施した。 R3.1～R3.2

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 入札・委託業務契約を締結した。 R2.5

② 現地調査を実施した。

一般財源

10,076 千円 10,076

目指す成果
（期待される効果）

　学校施設の衛生面、安全面、使い勝手など、教育環境の向上につながる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・小学校トイレ改修工事設計業務委託料3,355千円
・中学校トイレ改修工事設計業務委託料6,721千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　トイレの洋式化について、老朽化が進んでいる港小学校、高浜中学校、南中学校については、
大規模改造工事の前倒しとして改修していく必要がある。なお、大規模改造工事の設計業務に着
手した高取小学校及び着手する吉浜小学校は大規模改造工事に合わせて改修を実施する。

目　的
（何のために）

　学校トイレの洋式化、乾式化により、教育環境が向上し、自宅の洋式トイレで育った世代の児
童生徒が安心した学校生活を送れるようにするため。

対　象
（誰・何を対象に）

　港小学校、高浜中学校、南中学校の児童生徒

事業内容
（手段、手法など）

　既存の和式便器の洋式便器への取り替え、及び湿式トイレから乾式トイレへ改修するための工
事設計業務を実施する。

事 業 名 01小学校維持管理事業・02中学校維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費・03中学校費 目 01学校管理費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.30

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業・中学校維持管理事業（小・中学校トイレ改修工事設計業務委託）【新規】
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.31

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業・中学校維持管理事業（消耗品費等）【新規】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費・03中学校費 目 01学校管理費

事 業 名 01小学校維持管理事業・02中学校維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　臨時休業からの再開等を支援するための「学校保健特別対策事業費補助金」が国の補正予算で
成立したことに伴い、市内小中学校において必要な措置・対策を図る。

目　的
（何のために）

　各学校が感染症対策を徹底しながら児童及び生徒の学習保障をするため、感染症対策に必要と
なる消耗品や備品の整備、その他必要となる対策措置を実施する。

対　象
（誰・何を対象に）

　小中学校の児童生徒および教職員

事業内容
（手段、手法など）

　感染症予防・対策に必要な消耗品及び備品の整備、密を避けるための対策を実施する。
　・衛生用備品等の購入
　・学習保障用デジタル教科書の整備
　・修学旅行等バス借上台数の増加　など

目指す成果
（期待される効果）

　各小中学校で感染症の広がりを抑制するとともに、家庭での学習が必要となった際にも、継続
して学べる環境を整える。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・消耗品費　　　　  　 　 7,519千円　　   ・デジタル教科書使用料　  579千円
・庁用器具費　　　　　　 4,398千円　　　・修繕料　　　　 　            99千円
・自動車借上料　　　　 　4,401千円　　　・通信運搬費                      53千円

一般財源

17,049 千円 17,049

237・238・246ページ

⑤

成果・実績
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響による学校の一斉休業からの再開に伴う感染症対
策等を実施し、児童生徒が安心して学ぶことができる体制を整備した。

主要施策成果説明書該当ページ

スケジュール
（実績） ③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 新型コロナウイルス感染症対策を実施した。 R2.4～R2.12

②
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.32

計　　画
事  業  名  等 小学校維持管理事業・中学校維持管理事業（小・中学校手洗い場自動水栓化工事）【新規】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費・03中学校費 目 01学校管理費

事 業 名 01小学校維持管理事業・02中学校維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症対策のため、蛇口の開閉による子どもたちの接触感染を防ぐ必要が
ある。

目　的
（何のために）

　国の地方創生臨時交付金を活用し、学校の手洗い場の水栓を自動化することにより、学校生活
を通じた子どもたちの接触感染を防ぎ、児童生徒が安心した学校生活を送れるようにするため。

対　象
（誰・何を対象に）

　吉浜小学校、高取小学校、港小学校、翼小学校、高浜中学校、南中学校の児童生徒

事業内容
（手段、手法など）

　校舎内廊下の手洗い場を自動水栓化する。ただし、掃除等で使用する蛇口は一部手動のまま残
す。

目指す成果
（期待される効果）

　各小中学校で感染症の広がりを抑制し、学校の教育環境を整える。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・小中学校手洗い場自動水栓化工事費（前払金）　9,540千円

一般財源

9,540 千円 9,540

⑤

成果・実績
　新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、自動水栓器具の需要が高まり、機器の納入に時
間を要することがメーカーから示され、やむを得ず履行期間を令和3年6月15日まで延長した。

主要施策成果説明書該当ページ 237・245ページ

スケジュール
（実績）

R3.3

③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 工事入札・工事請負契約を締結した。 R3.2

② 自動水栓器具の需要が高まり機器の納入が遅れることになり、令和3年度に工事を繰り越した。
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今 後 の 方 針 等

課　　題 　児童生徒が安心した学校生活を送れるようにするため、手洗い場の自動水栓化を急ぐ必要がある。

今後の方針 　機器が納入され次第、速やかに自動水栓化工事を実施する。

令
和
３
年
度

【繰越明許費】

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

主
な
経
費

・小中学校手洗い場自動水栓化工事費　14,584千円

実施内容
（手段、手法など）

　校舎内廊下の手洗い場を自動水洗化する。

県支出金 地方債 その他 一般財源

14,584 千円 14,584
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⑤

成果・実績
　学校の臨時休業により発生した食材のキャンセル料等を保護者に対して返還するための経費を
支援し、保護者負担の軽減を図ることが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ 238・246ページ

スケジュール
（実績） ③

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 臨時休校に伴う学校給食食材費等補償金を各学校に支払った。 Ｒ2.7～Ｒ3.3

②

一般財源

3,377 千円 3,153 224

目指す成果
（期待される効果）

　小中学校児童生徒保護者や事業者の負担が軽減され、学校給食の安定的な供給が図られてい
る。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・学校給食食材費等補償金　3,377千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　臨時休業期間中における学校給食の休止に伴い、保護者の負担軽減及び学校給食の安定的な供
給を図るため、学校設置者が、保護者に学校給食費を返還するために要した費用や、給食食材納
入事業者に食材に係る費用等を支援する必要がある。

目　的
（何のために）

　令和2年3月2日からの臨時休業期間の学校給食費（食材費）について、保護者への返還に係る
手数料や、給食食材納入事業者へ食材の処分やキャンセルに係る費用を補償するため。

対　象
（誰・何を対象に）

　小中学校児童生徒の保護者、給食食材納入事業者

事業内容
（手段、手法など）

　令和2年3月2日からの臨時休業期間における、以下の項目の費用について小中学校を通じて費
用の補償を行う。
　①学校設置者が事業者から購入した食材費及び処分費
　②事業者に対して既に発注されていた食材のキャンセル料
　③保護者に給食費を返金する際の銀行振込手数料

事 業 名 02小学校給食運営事業・03中学校給食運営事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費・03中学校費 目 01学校管理費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.33

計　　画
事  業  名  等 小学校給食運営事業・中学校給食運営事業（学校給食食材費等補償金）【新規】
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② タブレット端末（児童生徒・教職員用）を導入し、授業に活用した。 Ｒ2.8～Ｒ3.3

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.34

計　　画
事  業  名  等 小学校ICT教育推進事業・中学校ICT教育推進事業（GIGAスクール構想推進事業）【新規】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費・03中学校費 目 01学校管理費

事 業 名 03小学校ICT教育推進事業・04中学校ICT教育推進事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　Society5.0時代を生きる子どもたちにとって、教育におけるICTを基盤とした先端技術等の効
果的な活用が求められる一方で、現在の学校ICT環境の整備は遅れており、令和時代のスタンダー
ドな学校像として、全国一律のICT環境整備が急務とされた。
　また、令和2年度に「1人1台端末」を実現するという早期実現方針が国から示されたことを受
け、本市においても新型コロナウイルス感染症対策の臨時休業期間中に実施した在宅学習ソフト
の利用が有効であったことから、ICTを活用した在宅学習環境の早期整備が必要であるため。

目　的
（何のために）

　多様な子どもたちを誰一人取り残すことのない公正に個別最適化された学びや創造性を育む学
びを実現する。

対　象
（誰・何を対象に）

　小中学校の児童生徒および教職員

事業内容
（手段、手法など）

○GIGAスクール構想及び教育のICT化に向けた５か年計画（2018～2022年度）に基づき
　ICT環境整備を行う。

○主な事業内容（市内小中学校７校）　
　・LTE回線を活用したタブレット端末を整備する。
　・普通教室へ電源キャビネットを整備する。
　・普通教室及び特別教室へ電子黒板を整備する。
　・ICT教育支援員を配置する。

目指す成果
（期待される効果）

　学習活動の一層の充実と主体的・対話的で深い学びの視点からの授業改善が図られている。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

　【繰越明許費】　　　　　　　　　　　　　　　　　　【現年度分】
・教育用タブレット端末等借上料 　 130,273千円　　・教育用タブレット端末等借上料
・電源キャビネット整備工事費　 　 109,205千円　　　　　　　　　　　　113,237千円
・教育用電子黒板借上料　　　　 　   14,618千円
・消耗品　　　　  　　　　　 　　　   4,663千円
・ICT教育支援員謝礼　　　　  　　     2,205千円

一般財源

374,201 千円 131,416 83,000 159,785

239・240・247・248ページ

成果・実績

・GIGAスクール構想推進のため、タブレット端末・電源キャビネット・電子黒板・アップ
　ルTVを導入した。また、ICT教育支援員を配置し、授業へのスムーズな活用を進めた。
・高浜版GIGAスクール構想（学び方改革、教え方改革、働き方改革）を策定し、各学校に
　おいてICTの活用が進み、子どもの資質・能力を高める取り組みが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ

スケジュール
（実績） Ｒ2.8

④ 普通教室と特別教室に電子黒板を設置し、授業に活用した。 Ｒ2.8～Ｒ3.3

⑤ タブレット端末と電子黒板をつなぐアップルTVを購入し、授業に活用した。 Ｒ2.8～Ｒ3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 小中学校にICT教育支援員を配置した。 Ｒ2.4

③ タブレット端末用（児童生徒用）の電源キャビネットを設置した。
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▲タブレットを活用した授業風景（高浜小学校）

今 後 の 方 針 等

課　　題
　高浜版GIGAスクール構想（学び方改革、教え方改革、働き方改革）に基づき、ICTの活用を更に
進めていく必要がある。

今後の方針

・様々な画像や映像を取り入れた教材の活用により子どもたちの興味・関心を引き出すことで、
　知識・技能の獲得や新たな気づきや学びを生み出す力を促進し、個々の考えを取り入れた協
　働的な学習を推進する。
・授業準備の負担軽減や教材の共有データ化、授業の効率化等の推進により学校における働き
　方改革につなげる。

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

69,578

主
な
経
費

・ICT教育支援員謝礼　　　　  　 　     5,600千円
・教育用タブレット端末等借上料 　    85,377千円
・教育用電子黒板借上料　　　　 　    25,061千円

実施内容
（手段、手法など）

・タブレット端末や電子黒板を活用した授業を実施する。
・GIGAスクール構想推進のためICT教育支援員を配置する。

成　果　資　料　等（位置図等）

県支出金 地方債 その他 一般財源

116,038 千円 800 45,660
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主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.35

計　　画
事  業  名  等 小学校ＩＣＴ教育推進事業・中学校ＩＣＴ教育推進事業（ＧＩＧＡスクールサポーター業務委託等）【新規】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

02小学校費・03中学校費 目 01学校管理費

事 業 名 0３小学校ＩＣＴ教育推進事業・0４中学校ＩＣＴ教育推進事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　新型コロナウイルス感染症対策に係る公立学校情報機器整備費補助金が創設されたことに伴
い、今後、学校の臨時休業等の緊急時においても、ICTの活用により全ての子どもたちの学びを保
障できる環境を整える。

目　的
（何のために）

　学校の臨時休業等の緊急時においても、子どもたちが継続して学習できる環境を整えるため。

対　象
（誰・何を対象に）

　各小中学校、小中学校の児童生徒及び教職員

事業内容
（手段、手法など）

・GIGAスクールサポーターを配置し、GIGAスクール構想に伴う学校のICT環境整　
　備、使用マニュアル（ルール）の作成、ICT機器の使用方法の周知等で学校現場を支援す
　る。
・同時双方向で教職員と児童生徒のやりとりを行えるよう、学校で教職員が使用できるWeb
　カメラ等の遠隔学習に対応した機器を購入する。

目指す成果
（期待される効果）

　ICTの活用により全ての子どもたちの学びを保障できる環境を整える。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・GIGAスクールサポーター業務委託料　2,000千円
・消耗品費　302千円

一般財源

2,302 千円 2,245 57

⑤

成果・実績
・タブレット端末の家庭への持ち帰りをスムーズに実施することが出来た。
・オンライン学習に向けて必要な機器を整備することが出来た。

主要施策成果説明書該当ページ 239・247ページ

スケジュール
（実績）

R2.10～R3.3

③ オンライン学習に向けてwebカメラを8台購入した。 R3.2

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① タブレット端末家庭持ち帰り用の運用マニュアルを作成した。 R2.10

② 保護者からの問い合せに対応するヘルプデスクを設置した。
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⑤ 公立学校建物の新増築事業に対する国庫負担金が交付された。 R2.8

成果・実績
　音楽室を増築し既存の音楽室を普通教室化したことで、クラスの増加に対応することが出来
た。

主要施策成果説明書該当ページ 244・245ページ

スケジュール
（実績）

R1.7

③ 音楽室増築工事が完了した。 R2.5

④ 音楽室増築工事監理業務委託が完了した。 R2.5

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 工事入札・工事請負契約を締結した。 R1.7

② 工事監理の入札・工事監理業務委託契約を締結した。

一般財源

83,470 千円 25,268 47,300 10,902

目指す成果
（期待される効果）

　令和2年度のクラス増に対応する。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算 

【繰越明許費】

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・高浜中学校音楽室増築工事費　77,090千円
・高浜中学校音楽室増築工事監理業務委託料　6,380千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　高浜中学校は生徒数が年々増加しており、令和2年度のクラス増に対応するため、令和元年度中
に既存音楽室の普通教室化が必要である。また、既存音楽室の普通教室化に合わせて、別棟で音
楽室増築工事を実施する。

目　的
（何のために）

　高浜中学校の生徒数増加に伴い、クラス増が見込まれるため、学習環境の整備を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　高浜中学校

事業内容
（手段、手法など）

【工事内容】
　① 音楽室増築工事
　　 ・土木工事
　　 ・建築工事
　　 ・設備工事
　② 上記工事の工事監理業務委託

　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.36

計　　画
事  業  名  等 中学校維持管理事業（高浜中学校音楽室増築工事等）【継続】

担当グループ 教育委員会学校経営グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
 　豊かな未来を育もう

個別
目標

（４）学校・家庭・地域が連携を深め、
　　　１２年間の学びや育ちをつなげます

03中学校費 目 01学校管理費

事 業 名 02中学校維持管理事業

アクションプラン
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▲高浜中学校音楽室

成　果　資　料　等（位置図等）
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⑤

成果・実績
　高浜市立幼稚園長寿命化計画の策定により、園舎の大規模改修工事、建替え等の時期について
計画することができた。

主要施策成果説明書該当ページ 250ページ

スケジュール
（実績）

R2.10～R3.3

③ 計画の策定が完了した。 R3.3

④

何を・どのように・どうした（内容） いつ

① 入札の実施、業者の決定をした。 R2.10

② 老朽化状況の確認、個別施設計画の検討等作業、打合せ協議をした。

一般財源

1,958 千円 1,958

目指す成果
（期待される効果）

　園舎の適切な保全を図るべく、長寿命化をはかり、園児等の安全、安心な環境を確保するもの
とする。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳 ・高浜市立幼稚園長寿命化計画策定業務委託料  1,958千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

　幼稚園園舎については建築から年数が経過しているが、今後も適切に保全をしていく必要があ
り、その保全に国の学校施設環境改善交付金の活用を予定している。それには令和2年度末までに
長寿命化基本計画の作成が必要となっている。

目　的
（何のために）

　幼稚園園舎を適切に保全していくために、大規模改修等による長寿命化を図るための計画が必
要となるため。

対　象
（誰・何を対象に）

　吉浜幼稚園、高浜南部幼稚園

事業内容
（手段、手法など）

　令和2年10月に入札を実施し、委託業者を決定して当年度中に長寿命化計画を策定する。

事 業 名 03幼稚園維持管理事業

アクションプラン 　□該当する　  ■該当しない 継続・終了区分 □継続実施　　■2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ こども未来部こども育成グループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて　
    豊かな未来を育もう

個別
目標

（５）子育ち・子育てを支える環境を
　　　整えます

04幼稚園費 目 01幼児教育費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.37

計　　画
事  業  名  等 幼稚園維持管理事業（幼稚園長寿命化計画策定業務委託）【新規】
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⑤
『高浜市のあゆみ』の編集・校正を行い、印刷直前段階までの原稿を整
えた。

R3.3

成果・実績

　新型コロナウイルス感染症の影響により、タカハマ！まるごと宝箱との連携講座は中止とした
が、新たな学びの場の提供として調査や資料整理の成果を用いたミニ展示を、高浜市立郷土資料
館及び地域交流施設たかぴあを会場とし、年2本開催した。
　『高浜市のあゆみ』編集・校正について、当初は令和2年度内に編集から発行までを行う予定で
あった。しかし新型コロナウイルス感染症の影響で、主に第一四半期の編集会議が開催できない
ということが発生したため、令和2年度内に編集を完了させ、印刷は令和3年度に変更した。

主要施策成果説明書該当ページ 263・264ページ

スケジュール
（実績）

R2.4～R3.3

③
調査や資料整理の成果を用いたミニ展示、平成28年度から5年間の編さ
んを振り返るシンポジウムを開催した。

R2.9～R3.3

④ 広報やホームページなどで、編さんの進捗状況や調査成果を発信した。 R2.4～R3.3

何を・どのように・どうした（内容） いつ

①
編さん委員会を開催し、市誌の活用策や普及啓発活動等について協議し
た。

R2.10、R3.3

②
調査先で見つかった資料及び郷土資料館で長年保管されてきた資料の再
整理を行った。

一般財源

10,966 千円 44 10,922

目指す成果
（期待される効果）

　まちのあゆみを知ることができる各種資料や、人々の中にあるまちの記憶の散逸・消失を防
ぎ、歴史を途切れなく記録することができる。今を生きる市民や将来の市民に受け継がれ、まち

 づくりに役立てることができる。
　資料の掘り起こしや編集・普及活動を市民とともに行うことにより、まちづくりの原動力であ
る「たかはま大好き」「住んでいるまちをより良くしたい」の想いを高めることができる。

実施内容・事業成果

令和２年度
決算

事業費（決算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

決
算
額
の

内
訳

・市誌編さん委員会委員報酬87千円　・シンポジウム講師謝礼109千円
・市誌編さん調査謝礼8,834千円　・費用弁償3千円　・普通旅費2千円
・消耗品費167千円　・印刷製本費403千円　・通信運搬費22千円
・市誌編さん業務委託料1,339千円

事
　
業
　
概
　
要

事業の
必要性・

実施の背景

 　「高浜市誌」が発行されてから約40年が経過し、この間、市の状況は大きく変化してきた。
　しかし、まちのあゆみを知ることができる貴重な資料の保存や人々の中にある記憶を記録にと
どめる作業は不十分であり、市民の共有財産である資料等の散逸・消失を防ぐことが大きな課題
となっている。歴史を途切れさせることなく後世へ伝え、今を生きる私たち、そして将来のまち
づくりに活かせるようにしていくことが必要である。「タカハマ！まるごと宝箱」事業の効果
で、地域の歴史・文化の保存や継承に対する市民機運が高まりを見せている今、高浜の歴史を途
切れることなく継承させ、未来の市民へ受け継ぐ取り組みを行う必要がある。

目　的
（何のために）

 　まちのあゆみを知ることができる有形・無形の貴重な資料等を保存し、後世へ伝えるため。
　まちの歴史や人々のまちへの想い・記憶を知ることにより、まちへの愛着・誇りを高め、現
在・将来のまちづくりに活かしていくため。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

事業内容
（手段、手法など）

　市民と行政が協働で、高浜の歴史・伝統・産業・文化等について資料収集や調査を行う。その
後、幅広い年代が活用できるよう、わかりやすさを意識し、従来の「町誌」「市誌」「市誌資
料」に収められていない市制施行以降のあゆみを重点的にまとめた新しい市誌を発行する。
　＜令和２年度の主な事業内容＞
　・新編高浜市誌「高浜市のあゆみ」の発行
　・「高浜市のあゆみ」発行記念シンポジウムの開催
　・広報への事業進捗状況の掲載

事 業 名 01文化財保護事業

アクションプラン 　■該当する　  □該当しない 継続・終了区分 ■継続実施　　□2年度で終了

予  算  区  分
会計 一般会計 款 10教育費 項

担当グループ こども未来部文化スポーツグループ

総合計画区分
基本
目標

Ⅱ 学び合い　力を合わせて
　 豊かな未来を育もう

個別
目標

（３）学び・文化・スポーツの輪を広げ、
　　　まちのチカラを育みます

05社会教育費 目 06文化財保護費

主 要 ・ 新 規 事 業 等 の 概 要【決 算】 No.38

計　　画
事  業  名  等 文化財保護事業（市誌編さん業務委託等）【継続】
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成　果　資　料　等（位置図等）

県支出金 地方債 その他 一般財源

7,521 千円 400

今 後 の 方 針 等

課　　題

　『新たな高浜市誌の編さん』という目標は達成されるが、この本をどのように活用するかがより重
要となる。市誌編さん委員会においても、「本棚の肥やしにならないように」という意見は、本事業
が始まった当初から挙がっている。したがって、「どのようなかたちで市民の手にとってもらうの
か」、「掲載内容をどのように広め、市民の生涯学習やまちづくりの現場で役立ててもらうのか」、
「まちの宝物である資料の整理・保存を今後どのような方針で進めるのか」、「整理資料をどのよう
に活用していくのか」など、課題は多くある。また、市の歴史や文化の伝道師となる「人づくり」の
しくみを市誌をツールに整えていくことも課題として挙げられる。

今後の方針

　平成28年度から令和2年度にかけて実施した「市誌編さん事業」で浮き彫りとなった課題を踏ま
え、下記の5点を方針として掲げていく。
①「高浜市の歴史をつむぎ、つなぐための人づくり」
②「市民同士が学び合い、高め合う機会の創出」
③「生涯学習やまちづくりのツールとしての郷土資料の積極的な活用」
④「文化行政全体(文化財保護、かわら美術館、図書館)の連携」
⑤「つむぐ、つなぐ作業の継続と、市民への発信」

令
和
３
年
度

当初予算

事業費（予算額）
財源内訳（単位：千円）

国庫支出金

7,121

主
な
経
費

・市誌編さん委員会委員報酬174千円　・講師等謝礼242千円　・調査執筆謝礼1,299千円
・費用弁償26千円　・特別旅費79千円　・普通旅費23千円　・消耗品費320千円
・印刷製本費5,336千円　・通信運搬費22千円

実施内容
（手段、手法など）

・『高浜市のあゆみ』を発行し、その内容をもとにしながら、市民へ高浜市の歴史や文化を発信する
「市誌を読む会」を開催する。
・調査や資料整理の成果を用いたミニ展示、新たに制作を進める別冊資料の内容に関連した「たかは
ま歴史・まちづくりシンポジウム」を開催する。
・市誌編さん委員会において、市民目線の意見を取り入れながら市誌の活用法等を考える。
・市広報を活用しながら、定期的に『高浜市のあゆみ』の成果をアウトプットする。

↑ 「たかはま歴史・まちづくりシンポジウム③ まちのあゆみを“つむぐ・つなぐ”」 の様子

↑ ミニ展示「写真でふりかえる 市制がしかれた頃の高浜」

『高浜市のあゆみ』の原稿(一例) →
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